
法人税法の改正

はじめに

　令和 6年度税制改正においては、賃金上昇が物
価高に追いついていない国民の負担を緩和し、物
価上昇を上回る持続的な賃上げが行われる経済の
実現を目指す観点から、所得税・個人住民税の定
額減税の実施や、賃上げ促進税制の強化等を行う
こととされ、また、資本蓄積の推進や生産性の向
上により、供給力を強化するため、戦略分野国内
生産促進税制やイノベーションボックス税制を創
設し、スタートアップ・エコシステムの抜本的強
化のための措置を講ずることとされ、加えて、グ
ローバル化を踏まえてプラットフォーム課税の導
入等を行うとともに、地域経済や中堅・中小企業
の活性化等の観点から、事業承継税制の特例措置
に係る計画提出期限の延長や外形標準課税の適用
対象法人の見直し等を行うこととされ、関係法令
の改正が行われました。
　このうち法人税法（国際課税関係を除きます。）
の改正では、法人が保有する暗号資産の期末時価
評価課税の見直し、公益信託制度改革に伴う寄附
金の損金不算入制度の見直し、適格現物出資の対
象範囲及び対象資産等の内外判定の見直し等の改
正が行われました。

　本稿は、これらの改正の内容についての解説を
するものです。
　法人税法の改正を含む「所得税法等の一部を改
正する法律」は、去る 3月28日に参議院本会議で
可決・成立し、同月30日に令和 6年法律第 8号と
して公布されています。また、次の関係政省令等
についても、それぞれ次のとおり公布されていま
す。
・　法人税法施行令等の一部を改正する政令（令
6 . 3 .30政令第142号）

・　法人税法施行令の一部を改正する政令（令
6 . 6 .21政令第212号）

・　法人税法施行規則等の一部を改正する省令
（令 6 . 3 .30財務省令第15号）
・　減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一
部を改正する省令（令 6 . 3 .30財務省令第30号）
・　法人税法施行規則の一部を改正する省令（令
6 . 4 .12財務省令第36号）

・　地方法人税法施行規則の一部を改正する省令
（令 6 . 4 .12財務省令第37号）
・　法人税法別表第 1独立行政法人の項の規定に
基づき、法人税を課さない法人を指定する件の
一部を改正する件（令 6 . 3 .30財務省告示第90
号）
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・　法人税法別表第 2独立行政法人の項の規定に
基づき、収益事業から生じた所得以外の所得に
対する法人税を課さない法人を指定する件の一
部を改正する件（令 6 . 3 .30財務省告示第91号）
・　法人税法施行規則第 4条の 2の 2第 1項に規
定する厚生労働大臣の定める要件（令 6 . 3 .30

厚生労働省告示第183号）
・　法人税法施行規則第 5条の 2第 1項第 3号に
規定する厚生労働大臣及び農林水産大臣の定め
る基準（令 6 . 3 .30厚生労働省、農林水産省告
示第 2号）

一　暗号資産

1 　改正前の制度の概要

⑴　暗号資産の譲渡損益
①　暗号資産の譲渡損益額
　内国法人が暗号資産の譲渡をした場合には、
その譲渡に係る譲渡利益額又は譲渡損失額は、
その譲渡に係る契約をした日の属する事業年
度の所得の金額の計算上、益金の額又は損金
の額に算入することとされています（法法61
①）。
（注）　暗号資産とは、資金決済に関する法律第

2 条第14項に規定する暗号資産をいいます

（法法61①）。

　譲渡利益額とは、次のイの金額が次のロの
金額を超える場合のその超える部分の金額を
いい、譲渡損失額とは、次のロの金額が次の
イの金額を超える場合のその超える部分の金
額をいいます（法法61①）。
イ　その暗号資産の譲渡の時における有償に
よるその暗号資産の譲渡により通常得べき
対価の額
ロ　その暗号資産の譲渡に係る原価の額
②　暗号資産の譲渡に係る原価の額
　上記①ロの暗号資産の譲渡に係る原価の額
は、その暗号資産についてその内国法人が選
定した 1単位当たりの帳簿価額の算出の方法
により算出した金額（算出の方法を選定しな
かった場合又は選定した方法により算出しな
かった場合には、算出の方法のうち移動平均
法（下記④イイの方法）により算出した金
額）にその譲渡をした暗号資産の数量を乗じ

て計算した金額とされています（法法61①二、
法令118の 6 ⑧）。
③　暗号資産の取得価額
　暗号資産の 1単位当たりの帳簿価額の算出
の基礎となる取得価額は、次の暗号資産の区
分に応じそれぞれ次の金額とされています
（法法61⑪、法令118の 5 ）。
イ　購入した暗号資産��その購入の代価
（暗号資産の購入のために要した費用があ
る場合には、その費用の額を加算した金
額）
（注）　法人税法第61条第10項又は第61条の 5

第 3 項の規定の適用がある暗号資産を除

きます（法令118の 5 一）。

ロ　自己が発行することにより取得した暗号
資産��その発行のために要した費用の額
ハ　上記イ又はロの暗号資産以外の暗号資産
��その取得の時におけるその暗号資産の
取得のために通常要する価額
（注）　適格分社型分割、適格現物出資又は適

格現物分配により分割法人、現物出資法

人又は現物分配法人から取得した暗号資

産を除きます（法令118の 5 三）。

④　暗号資産の 1単位当たりの帳簿価額の算出
の方法及びその選定の手続等
　暗号資産の 1単位当たりの帳簿価額の算出
の方法の種類、その方法における暗号資産の
種類、その方法の選定及びその手続は、次の
とおりとされています（法法61⑪、法令118
の 6 ）。
イ　暗号資産の 1単位当たりの帳簿価額の算
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出の方法の種類
　暗号資産の譲渡に係る原価の額を計算す
る場合におけるその 1単位当たりの帳簿価
額の算出の方法は、次の方法とされていま
す（法令118の 6 ①）。
イ　移動平均法��暗号資産をその種類の
異なるごとに区別し、その種類を同じく
する暗号資産の取得をする都度その暗号
資産のその取得の直前の帳簿価額とその
取得をした暗号資産の取得価額との合計
額をこれらの暗号資産の総数量で除して
平均単価を算出し、その算出した平均単
価をもってその 1単位当たりの帳簿価額
とする方法をいいます（法令118の 6 ①
一）。
（注）　適格合併又は適格分割型分割による

被合併法人又は分割法人から引継ぎを

受けた暗号資産については、その被合

併法人又は分割法人のその適格合併に

係る最後事業年度（被合併法人の合併

の日の前日の属する事業年度をいいま

す。）終了の時又はその適格分割型分割

の直前の帳簿価額が、その暗号資産の

取得価額となります（法令118の 6 ①一）。

ロ　総平均法��暗号資産を上記イと同様
に区別し、その種類の同じものについて、
その事業年度開始の時において有してい
たその暗号資産の帳簿価額とその事業年
度において取得をしたその暗号資産の取
得価額の総額との合計額をこれらの暗号
資産の総数量で除して平均単価を算出し、
その算出した平均単価をもってその 1単
位当たりの帳簿価額とする方法をいいま
す（法令118の 6 ①二）。
（注）　内国法人が、その有する暗号資産に

ついて法人税法第25条第 2 項に規定す

る評価換え若しくは同法第33条第 2 項

若しくは第 3 項の規定の適用を受ける

評価換え若しくは法人税法施行令第119

条の 3 第 2 項に規定する民事再生等評

価換えをした場合又は適格分割、適格

現物出資若しくは適格現物分配により

その有する暗号資産を分割承継法人、

被現物出資法人若しくは被現物分配法

人に移転した場合には、これらの暗号

資産の 1 単位当たりの帳簿価額は、同

条第 1項若しくは第 2項又は同令第119

条の 4 第 1 項（同条第 5 項において準

用する場合を含みます。）の規定に準じ

て算出するものとされています（法令

118の 6 ③）。

ロ　暗号資産の 1単位当たりの帳簿価額の算
出の方法における暗号資産の種類
　上記イイ及びロの暗号資産の種類は、次
の暗号資産のいずれかに区分した後のそれ
ぞれの種類とすることとされています（法
令118の 6 ②）。
イ　特定自己発行暗号資産に該当する暗号
資産
ロ　特定自己発行暗号資産以外の暗号資産
ハ　暗号資産の 1単位当たりの帳簿価額の算
出の方法の選定及びその手続
　暗号資産の 1単位当たりの帳簿価額の算
出の方法は、その種類ごとに、かつ、上記
ロの区分ごとに選定しなければならないこ
ととされています（法令118の 6 ④）。
　内国法人は、暗号資産の取得をした場合
には、その取得をした日の属する事業年度
に係る確定申告書の提出期限（仮決算によ
る中間申告書を提出する場合には、その中
間申告書の提出期限）までに、その暗号資
産と種類及び上記ロの区分を同じくする暗
号資産につき、上記イイ又はロの方法のう
ちそのよるべき方法を書面により納税地の
所轄税務署長に届け出なければならないこ
ととされています（法令118の 6 ⑤）。
（注）　上記の「暗号資産の取得をした場合」

には次の場合に該当する場合を含むもの

とし、これらの場合における「取得をし

た日」はそれぞれ次の日とされています
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（法令118の 6 ⑤）。

イ�　内国法人である公益法人等又は人格

のない社団等につき、収益事業以外の

事業に属していた暗号資産が収益事業

に属する暗号資産となった場合��そ

の収益事業に属する暗号資産となった

日（法令118の 6 ⑤一）

ロ�　公共法人に該当していた収益事業を

行う公益法人等につき、その公益法人

等に該当することとなった時の直前に

おいて暗号資産を有していた場合（そ

の暗号資産がその公益法人等の収益事

業に属するものである場合に限りま

す。）��その該当することとなった日

（法令118の 6 ⑤二）

ハ�　公共法人又は公益法人等に該当して

いた普通法人又は協同組合等につき、

その普通法人又は協同組合等に該当す

ることとなった時の直前において暗号

資産を有していた場合（公益法人等に

該当していた普通法人又は協同組合等

にあっては、その暗号資産がその時の

直前において収益事業以外の事業に属

していたものである場合に限ります。）

��その該当することとなった日（法

令118の 6 ⑤三）

　なお、「取得をした日」の属する事業年

度前の事業年度においてその暗号資産と

種類及び上記ロの区分を同じくする暗号

資産について届出をすべき場合並びに内

国法人である公益法人等又は人格のない

社団等が収益事業以外の事業に属する暗

号資産の取得をした場合には、届出の必

要はありません（法令118の 6 ⑤ただし書）。
（注）　上記イ及びハの取得には、適格合併又は

適格分割型分割による被合併法人又は分割

法人からの引継ぎを含み、次の取得を含ま

ないこととされています（法令118の 6 ①一

⑥）。

イ�　暗号資産を購入し、若しくは売却し、

又は種類の異なる暗号資産に交換しよう

とする際に一時的に必要なこれらの暗号

資産以外の暗号資産を取得する場合にお

けるその取得

ロ�　その取得する暗号資産を自己以外の者

の計算において有することとなる場合に

おけるその取得

⑵　暗号資産の期末時価評価損益
①　内国法人が事業年度終了の時において有す
る市場暗号資産については、時価評価金額を
もって、その時における評価額とすることと
されています（法法61②）。なお、特定自己
発行暗号資産は、この期末時価評価の対象と
なる暗号資産の範囲から除くこととされてい
ます。
　内国法人が事業年度終了の時において市場
暗号資産（特定自己発行暗号資産を除きま
す。）を自己の計算において有する場合には、
その市場暗号資産の時価評価金額と帳簿価額
との差額（以下「評価益」又は「評価損」と
いいます。）は、当該事業年度の所得の金額
の計算上、益金の額又は損金の額に算入する
こととされています（法法61③）。
②　期末時価評価の対象となる市場暗号資産は、
内国法人が有する活発な市場が存在する暗号
資産として次の要件の全てに該当するものと
されています（法法61②、法令118の 7 ①）。
イ　継続的に売買価格等の公表がされ、かつ、
その公表がされる売買価格等がその暗号資
産の売買の価格又は交換の比率の決定に重
要な影響を与えているものであること。
（注）　売買価格等とは、売買の価格又は交換

比率をいい、交換比率とは、他の暗号資

産との交換の比率をいいます（法令118の

7 ①一）。

ロ　継続的に上記イの売買価格等の公表がさ
れるために十分な数量及び頻度で取引が行
われていること。
ハ　次のいずれかに該当すること。
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イ　上記イの売買価格等の公表がその内国
法人以外の者によりされていること。
ロ　上記ロの取引が主としてその内国法人
により自己の計算において行われた取引
でないこと。

③　期末時価評価の対象となる暗号資産の範囲
から除かれる特定自己発行暗号資産とは、内
国法人が発行し、かつ、その発行の時から継
続して有する暗号資産であってその時から継
続して譲渡についての制限その他の条件が付
されている一定のものをいいます（法法61②）。
　一定のものは、その発行の時から継続して
次のイ又はロの要件に該当する暗号資産とさ
れています（法令118の 7 ②）。
イ　その暗号資産につき、他の者に移転する
ことができないようにする技術的措置であ
って、次の要件の全てに該当するものがと
られていること（法令118の 7 ②一、法規
26の10）。
イ　その移転することができない期間が定
められていること。
ロ　その技術的措置が、発行法人等の役員
及び使用人（以下「役員等」といいま
す。）並びに次の者のみによって解除を
することができないものであること。
（注）　発行法人等とは、その暗号資産を発

行した内国法人及びその内国法人との

間に完全支配関係がある他の者をいい

ます。

A　発行法人等の役員等の親族
B　発行法人等の役員等と婚姻の届出を
していないが事実上婚姻関係と同様の
事情にある者
C　上記Ａ又はＢ以外の者で発行法人等
の役員等から受ける金銭その他の資産
によって生計を維持しているもの
D　上記Ｂ又はＣの者と生計を一にする
これらの者の親族

ロ　その暗号資産が信託で次の要件の全てに
該当するもの（受益者等課税信託に限りま

す。）の信託財産とされていること（法令
118の 7 ②二）。
（注）　受益者等課税信託とは、法人税法第12

条第 1 項の規定により受益者等がその信

託財産に属する資産及び負債を有するも

のとみなされる信託をいいます。なお、

受益者等とは、法人税法第12条第 1 項に

規定する受益者及び同条第 2 項の規定に

より受益者とみなされる者をいいます。

イ　その信託の受託者が信託会社のみであ
り、かつ、その信託の受益者等がその暗
号資産を発行した内国法人のみであるこ
と。
（注）　信託会社には、金融機関の信託業務

の兼営等に関する法律により同法第 1

条第 1 項に規定する信託業務を営む同

項に規定する金融機関を含みます。

ロ　その信託に係る信託契約において、そ
の信託の受託者がその信託財産に属する
資産及び負債を受託者等（その信託の受
託者及び受益者等をいいます。）以外の
者に譲渡しない旨が定められていること。
ハ　その信託に係る信託契約において、そ
の暗号資産を発行した内国法人によって、
その信託の受益権の譲渡及びその信託の
受益者等の変更をすることができない旨
が定められていること。

④　時価評価金額とは、時価法により評価した
金額をいい、時価法とは、内国法人が事業年
度終了の時において有する市場暗号資産（特
定自己発行暗号資産を除きます。）をその種
類の異なるごとに区別し、その種類の同じも
のについて、その時における価額として政令
で定めるところにより計算した金額をもって
その市場暗号資産のその時における評価額と
する方法をいいます（法法61②）。
　上記の政令で定めるところにより計算した
金額は、内国法人が事業年度終了の時におい
て有する時価評価暗号資産（市場暗号資産に
該当する暗号資産であって、特定自己発行暗
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号資産に該当しない暗号資産をいいます。以
下同じです。）をその種類の異なるごとに区
別し、その種類を同じくする時価評価暗号資
産ごとに、次のいずれかの金額（公表最終価
格等）にその時価評価暗号資産の数量を乗じ
て計算した金額とされています（法令118の
8 ①）。
イ　価格等公表者によって公表されたその事
業年度終了の日における時価評価暗号資産
の最終の売買の価格（法令118の 8 ①三）
　なお、公表されたその事業年度終了の日
における最終の売買の価格がない場合には、
同日前の最終の売買の価格が公表された日
でその事業年度終了の日に最も近い日にお
けるその最終の売買の価格となります。
（注）　価格等公表者とは、時価評価暗号資産

の売買価格等を継続的に公表し、かつ、

その公表する売買価格等がその時価評価

暗号資産の売買の価格又は交換の比率の

決定に重要な影響を与えている場合にお

けるその公表をする者をいいます。その

公表をする売買価格等に係る上記②ロの

取引が主としてその内国法人が自己の計

算において行った取引である場合には、

その内国法人は、その時価評価暗号資産

に係る価格等公表者に該当しないことと

されています。

ロ　価格等公表者によって公表されたその事
業年度終了の日における時価評価暗号資産
の最終の交換比率に、その交換比率により
交換される他の時価評価暗号資産に係る上
記イの価格を乗じて計算した金額（法令
118の 8 ①四）
　なお、公表されたその事業年度終了の日
における最終の交換比率がない場合には、
同日前の最終の交換比率が公表された日で
その事業年度終了の日に最も近い日におけ
るその最終の交換比率に、その交換比率に
より交換される他の時価評価暗号資産に係
る上記イの価格を乗じて計算した金額とな

ります。
⑤　内国法人が事業年度終了の時において自己
の計算において有する時価評価暗号資産につ
き上記①により当該事業年度の益金の額又は
損金の額に算入した金額に相当する金額は、
当該事業年度の翌事業年度の所得の金額の計
算上、損金の額又は益金の額に算入する（洗
替処理）こととされています（法令118の 9
①）。また、当該翌事業年度開始の時におけ
るその時価評価暗号資産の帳簿価額は、当該
事業年度終了の時におけるその時価評価暗号
資産の帳簿価額からその洗替処理により損金
の額に算入される金額に相当する金額を減算
し、又はその帳簿価額にその洗替処理により
益金の額に算入される金額に相当する金額を
加算し、評価損益を取得価額に戻し入れるこ
ととされています（法令118の 9 ④）。
⑥　内国法人が適格分割、適格現物出資又は適
格現物分配（適格現物分配にあっては、残余
財産の全部の分配を除きます。以下⑵におい
て「適格分割等」といいます。）により分割
承継法人、被現物出資法人又は被現物分配法
人に自己の計算において有する市場暗号資産
（特定自己発行暗号資産を除きます。）を移転
する場合には、その適格分割等の日の前日を
事業年度終了の日とした場合におけるその移
転をする市場暗号資産に係る評価益又は評価
損に相当する金額は、その適格分割等の日の
属する事業年度の所得の金額の計算上、益金
の額又は損金の額に算入することとされてい
ます（法法61④）。
⑦　内国法人が適格分割等により分割承継法人、
被現物出資法人又は被現物分配法人に移転す
る時価評価暗号資産のその適格分割等の直前
の帳簿価額は、その時価評価暗号資産につき
評価益又は評価損に相当する金額を計算する
場合の時価評価金額とされています（法令
118の 9 ②）。
⑧　内国法人が適格合併若しくは適格現物分配
（残余財産の全部の分配に限ります。）又は適
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格分割等により時価評価暗号資産の移転を受
けたときは、被合併法人の最後事業年度若し
くは現物分配法人の残余財産の確定の日の属
する事業年度又は分割法人、現物出資法人若
しくは現物分配法人の適格分割等の日の属す
る事業年度においてその移転を受けた時価評
価暗号資産につき上記①により益金の額又は
損金の額に算入された金額に相当する金額は、
その移転を受けた内国法人のその適格合併の
日の属する事業年度若しくはその残余財産の
確定の日の翌日の属する事業年度又はその適
格分割等の日の属する事業年度の所得の金額
の計算上、損金の額又は益金の額に算入する
（洗替処理）こととされています（法令118の
9 ③）。その移転を受けた時価評価暗号資産
のその移転を受けた内国法人におけるその移
転を受けた時における帳簿価額は、被合併法
人若しくは現物分配法人の最後事業年度終了
の時若しくは残余財産の確定の時の帳簿価額
若しくは分割法人、現物出資法人若しくは現
物分配法人の適格分割等の直前の帳簿価額か
らその洗替処理により損金の額に算入される
金額に相当する金額を減算し、又はこれらの
帳簿価額にその洗替処理により益金の額に算
入される金額に相当する金額を加算し、評価
損益を取得価額に戻し入れることとされてい
ます（法令118の 9 ⑤）。

⑶　暗号資産のみなし譲渡
①　暗号資産の区分変更によるみなし譲渡
　内国法人が事業年度終了の時において市場
暗号資産に該当しない暗号資産（その事業年
度の期間内のいずれかの時において市場暗号
資産に該当していたものに限り、特定自己発
行暗号資産に該当するものを除きます。）を
自己の計算において有する場合には、その事
業年度の終了の時において、その有する暗号
資産（直近売買価格等公表日の翌日からその
事業年度終了の日までの間にその暗号資産と
種類及び上記⑴④ロの区分を同じくする暗号

資産の取得をしていた場合には、その取得を
した数量に相当するものを除きます。以下
「期末保有暗号資産」といいます。）を次のい
ずれかの金額に期末保有暗号資産の数量を乗
じて計算した金額により譲渡し、かつ、その
期末保有暗号資産をその金額により取得した
ものとみなして、その内国法人の各事業年度
の所得の金額を計算することとされています
（法法61⑥、法令118の10①）。
（注 1）　上記の「直近売買価格等公表日」とは、

価格等公表者によってその日における暗

号資産の最終の売買価格等が公表された

日でその事業年度終了の日前の日のうち

その終了の日に最も近い日をいいます（法

令118の10③）。
（注 2）　上記の取得には、適格合併による被合

併法人からの引継ぎを含むものとし、適

格分社型分割、適格現物出資又は適格現

物分配で残余財産の全部の分配に該当し

ないものによる分割法人、現物出資法人

又は現物分配法人からの取得及び法人税

法施行令第118条の 6 第 6 項各号に掲げる

取得（上記⑴④（注）イ及びロの取得）

を含まないこととされています（法令118

の10①）。

イ　価格等公表者によって公表された直近売
買価格等公表日における期末保有暗号資産
の最終の売買の価格
ロ　価格等公表者によって公表された直近売
買価格等公表日における期末保有暗号資産
の最終の交換比率に、その交換比率により
交換される他の暗号資産の価格等公表者に
よって公表された直近売買価格等公表日に
おける最終の売買の価格を乗じて計算した
金額
　なお、内国法人が移動平均法によりその 1
単位当たりの帳簿価額を算出する期末保有暗
号資産について上記により所得の金額を計算
する場合において、直近売買価格等公表日の
翌日からその事業年度終了の日までの間にそ
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の期末保有暗号資産と種類及び上記⑴④ロの
区分を同じくする暗号資産の取得をしていた
ときは、その期末保有暗号資産の上記の譲渡
に係る原価の額は、直近売買価格等公表日に
おける 1単位当たりの帳簿価額にその期末保
有暗号資産の数量を乗じて計算した金額とす
ることとされています（法令118の10②）。
②　特定自己発行暗号資産に該当しないことと
なった場合のみなし譲渡
　内国法人が特定自己発行暗号資産に該当す
る暗号資産を自己の計算において有する場合
において、その暗号資産が特定自己発行暗号
資産に該当しないこととなったときは、その
該当しないこととなった時において、その暗
号資産をその時の直前の帳簿価額により譲渡
し、かつ、その暗号資産をその帳簿価額によ
り取得したものとみなして、その内国法人の
各事業年度の所得の金額を計算することとさ
れています（法法61⑦、法令118の11）。

2 　改正の経緯

　法人税法上、内国法人が期末に有する市場暗号
資産（特定自己発行暗号資産を除きます。）につ
いては、時価法により評価することとされていま
す。
（注）　市場暗号資産について時価法を適用する理由

は次のとおりとされています。

⑴�　売買、換金について事業上の制約がない、

すなわち、市場が存在するため売却・換金す

ることが容易な資産であり、保有し続けなけ

れば事業を継続できないような資産でないこ

と。

⑵�　時価法を適用しなければ、課税所得が多額

となると見込まれる事業年度に含み損のある

暗号資産だけを譲渡するといった租税回避行

為が想定されること。

⑶�　企業会計において時価法が導入されている

こと。

　なお、特定自己発行暗号資産については、令

和 4年11月 7 日に開催された第490回企業会計基

準委員会において、「暗号資産の発行者が発行時

に自己に割り当てた暗号資産のうち、発行によ

る対価を受領しておらず自己で完結していると

考えられるものは、資産を認識しないか、又は

取得原価で資産を認識するという考え方がある。

これらの考え方のいずれを採用すべきかどうか

について当委員会は結論を出していないが、い

ずれの場合も第三者との取引が生じるまでは、

時価では評価されないと考えられる。」（同委員

会議事概要）と示されました。これを受けて、

令和 5 年度税制改正において、内国法人が期末

に有する暗号資産のうち、自己が発行し、かつ、

その発行の時から継続して自己が有する暗号資

産について、その発行の時から継続して譲渡に

ついての制限が付されている一定の要件に該当

するものについては、上記⑴から⑶までのいず

れにも該当しないことを理由に期末時価評価の

対象外とする等の改正が行われました。

　企業会計において時価法が導入されているのは、
「資金決済法における暗号資産の会計処理等に関
する当面の取扱い」（平成30年 3 月14日企業会計
基準委員会実務対応報告第38号）第36項の「活発
な市場が存在する暗号資産は、主に時価の変動に
より売却利益を得ることや決済手段として利用す
ること、暗号資産交換業者が業務の一環として暗
号資産販売所を営むために暗号資産を一時的に保
有することを目的として保有されることが現時点
において想定される。このため、活発な市場が存
在する暗号資産は、いずれも暗号資産の時価の変
動により保有者が価格変動リスクを負うものであ
り、時価の変動により利益を得ることを目的とし
て保有するものに分類することが適当と考えられ
る。」との考え方に基づくものと考えられます。
　一方で、暗号資産については、その普及ととも
に当初想定された時価の変動により売却利益を得
ることや決済手段として利用すること以外の目的
により保有され、その保有期間が長期間となる場
合も生じてきていました。このような暗号資産の
保有目的及び保有状況の変遷を受けて、令和 5年
11月14日に開催された第514回企業会計基準委員
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会において、同委員会の委員長より「暗号資産に
関して、当初想定されていた主として決済手段と
しての利用等と比較した利用状況や保有の態様な
どの実態面の変化を踏まえ、必要に応じて今後の
基準開発の検討を行っていく」（同委員会議事概
要）旨の発言があったことが、公表されました。
　また、暗号資産交換業者に関する内閣府令が改
正され、一定の移転制限が付された暗号資産につ
いて、暗号資産交換業者に情報提供義務及び公表
義務を課すこととされました。
　暗号資産の保有目的の変遷を踏まえた企業会計
における考え方の変化やその保有態様が一定程度
明らかとなる制度が法令上整備されることを踏ま
え、内国法人が期末に有する暗号資産のうち譲渡
についての制限その他の条件が付されている暗号
資産でその条件が付されていることについて公表
のための手続がとられている暗号資産（特定譲渡
制限付暗号資産）は、その保有目的が必ずしも
「時価の変動により売却利益を得ることや決済手
段として利用すること」には該当しないと考えら
れることから、その暗号資産が市場暗号資産に該
当する場合であっても、原価法により評価するこ
とができることとされました。また、内国法人が
期末に有する自己が発行した暗号資産でその発行
の時から継続して有するものが特定譲渡制限付暗
号資産に該当する場合には、その暗号資産は原価
法により評価することとされました。

3 　改正の内容

⑴　暗号資産の期末時価評価損益
　内国法人が事業年度終了の時（以下「期末
時」といいます。）において有する暗号資産に
ついては、次の暗号資産の区分に応じそれぞれ
次の方法により評価した金額をもって、その期
末時における評価額とすることとされました
（法法61②）。なお、下記②の暗号資産にあって
は、時価法又は原価法のうちその内国法人が選
定した方法によることとし、その内国法人がそ
の方法を選定しなかった場合には原価法による
こととされています（法法61②）。

①　市場暗号資産（次の暗号資産を除きます。）
��時価法
イ　特定譲渡制限付暗号資産
　特定譲渡制限付暗号資産とは、譲渡につ
いての制限その他の条件が付されているこ
とにつき適切に公表されるための手続が行
われている一定の暗号資産をいい（法法61
②一イ）、一定の暗号資産とは、次の要件
の全てに該当する暗号資産をいいます（法
令118の 7 ②、法規26の10①②）。
イ　その暗号資産につき、譲渡についての
制限その他の条件として暗号資産交換業
者に関する内閣府令（以下「交換業府
令」といいます。）第23条第 1 項第 9 号
に規定する移転制限が付されていること。
（注）　交換業府令第23条第 1 項第 9 号に規

定する移転制限とは、移転についての

制限その他の条件として認定資金決済

事業者協会（資金決済に関する法律第

2 条第22項に規定する認定資金決済事

業者協会をいい、暗号資産交換業者

（同条第16項に規定する暗号資産交換業

者をいいます。以下同じです。）をその

会員とするものに限ります。以下同じ

です。）の規則（金融庁長官の指定する

ものに限ります。）に定めるものをいい

ます。なお、金融庁長官の指定する規

則は、「移転制限が付された暗号資産の

情報提供及び公表に関する規則」（一般

社団法人日本暗号資産取引業協会）と

されています（令 6 . 3 金融告36）。

ロ　その暗号資産につき、暗号資産交換業
者が認定資金決済事業者協会を通じて上
記イの譲渡についての制限その他の条件
（特定条件）が付されていることを公表
するための一定の手続を行っていること。
　一定の手続は、暗号資産交換業者が公
表等措置を講ずるためのその暗号資産交
換業者に対する交換業府令第23条第 1項
第 9号イの要請（下図❶）若しくは同号
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ロの通知（下図❷）又は他の者に対する
その他の者

0 0 0

が同号ロの通知をすることの
要請（下図❸）とされています（法規26
の10②）。なお、同号ロの通知は、暗号
資産交換業者がその内容を確認すること
ができるものに限ることとされています
（法規26の10②）。
（注 1）　公表等措置とは、交換業府令第23

条第 1 項第 9 号に掲げる措置をいい

（法規26の10②）、具体的には、移転

制限が付され、又は付されることが

予定されている暗号資産について、

上記の認定資金決済事業者協会の規

則の定めるところにより、その種類

及び数量、保有者、保有の目的並び

に移転制限の期間、方法その他の内

容に関する情報をその認定資金決済

事業者協会に提供し、かつ、その種

類及び数量をその認定資金決済事業

者協会のウェブサイトへの掲載その

他の適切な方法により公表する措置

をいいます（交換業府令23①九）。
（注 2）　「一定の手続を行っていること」が

上記ロの要件とされています。した

がって、暗号資産交換業者が公表等

措置を講じた時点ではなく、内国法

人が手続を行った時点でこの要件に

該当することになります。これは、

内国法人が上記の要請などの手続を

行ってから暗号資産交換業者が公表

等措置を講ずるまでにある程度の時

間を要すると考えられ、期末時まで

に手続を行ったにもかかわらず、期

末時までに公表等措置が間に合わな

かった場合など、法人の責めに帰す

べき理由以外の理由で特定譲渡制限

付暗号資産に該当しないこととなる

事態を避けるため、公表等措置が講

じられることを前提に、法人が手続

を行った時点で要件に該当すること

とされたものです。なお、移転制限

が不十分などの理由により公表等措

置が講じられなかった場合には、上

記イの要件に該当しないことから手

続を行っていたとしても特定譲渡制

限付暗号資産には該当しないことと

なります。
（注 3）　公表等措置を継続する要請をしな

かった場合や取りやめる旨の通知を

行った場合には、その公表等措置の

終了をもって、公表等措置が講じら

れることの前提がなくなることから、

上記ロの要件に該当しないものとな

ると考えられます。

ロ　特定自己発行暗号資産
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②　市場暗号資産に該当する特定譲渡制限付暗
号資産（自己発行暗号資産を除きます。）
��時価法又は原価法
（注 1）　自己発行暗号資産とは、自己が発行し、

かつ、その発行の時から継続して有する

暗号資産をいいます（法法61②一ロ）。
（注 2）　内国法人が適格合併又は適格分割（適

格分割にあっては、分割法人が行ってい

た暗号資産の発行に関する事業が移転さ

れるものに限ります。）により被合併法人

又は分割法人から移転を受けた暗号資産

のうち、その移転の直前の時において自

己発行暗号資産に該当していたものが、

その内国法人において自己発行暗号資産

に該当するかどうかの判定については、

その内国法人が、その被合併法人又は分

割法人がその暗号資産を発行した時にお

いてその暗号資産を発行し、かつ、その

発行の時からその移転の時まで継続して

その暗号資産を有していたものとみなす

こととされています（法令118の 7 ⑤）。
（注 3）　原価法とは、期末時において有する暗

号資産について、その期末時における帳

簿価額をもってその暗号資産のその期末

時における評価額とする方法をいいます

（法法61②二ロ）。

③　上記①及び②以外の暗号資産��原価法
　この改正により、市場暗号資産（特定自己発
行暗号資産を除きます。）であっても、特定譲
渡制限付暗号資産に該当する場合には、その特
定譲渡制限付暗号資産に該当する市場暗号資産
の期末時における評価方法について原価法を採
用することにより、期末時価評価の対象外とす
ることができることとなりました。なお、特定
譲渡制限付暗号資産に該当する市場暗号資産が
自己発行暗号資産である場合には、期末時にお
ける評価方法は原価法のみとなります（法法61
②二・三）。

⑵　暗号資産の 1単位当たりの帳簿価額の算出等
における暗号資産の種類
　暗号資産の 1単位当たりの帳簿価額の算出等
における暗号資産の種類は、次の暗号資産のい
ずれかに区分した後のそれぞれの種類とするこ
ととされました（法令118の 6 ②）。
①　特定譲渡制限付暗号資産に該当する暗号資

特定譲渡制限付暗号資産における公表等措置
暗号資産保有者 暗号資産交換業者

【公表義務】

認定資金決済事業者協会

【認定資金決済事業者協会に対して
提供される情報の内容】
　移転制限が付され、又は付される
予定の暗号資産について
1 　種類及び数量
2 　保有者及び保有の目的
3 　移転制限の期間、方法
4 　その他の内容に関する情報

【公表される内容】
　移転制限が付され、又は付され
る予定の暗号資産の種類及び数量

❶　移転制限することの要請

❷　移転制限されている旨の通知

要請を受けた者
 ・発行者等
 ・暗号資産保有者が移転
　制限を解除できないこ
　とを知る第三者※

❸　右記の通知を
　することの要請 移転制限されて

いる旨の通知

※　暗号資産保有者が移転制限を解除できないことを知る第三者とは、以下の者をいう。
○　暗号資産を信託の信託財産とする措置を講ずる場合におけるその信託の受託者
○　保有者のためにウォレットを管理する者が、そのウォレットを凍結する措置を講ずる場合におけるその管理する者
○　マルチ・シグネチャ方式で複数の秘密鍵を保有者と第三者が管理する等の措置を講ずる場合におけるその秘密鍵等を管理す
る者やその秘密鍵等を用いて署名する者
○　保有者自身が、ロックアップコード等の技術的措置によって、一定期間暗号資産を移転できないようにする措置を講ずる場
合におけるその技術的措置の状態を確認することができる者（暗号資産交換業者や信託銀行等）

【情報提供義務】
認定資金決済事業
者協会のウェブサ
イトに掲載するこ
とにより公表する。
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産であって自己発行暗号資産に該当しないも
の
②　特定譲渡制限付暗号資産に該当する暗号資
産であって自己発行暗号資産に該当するもの
③　特定自己発行暗号資産に該当する暗号資産
④　上記①から③までの暗号資産以外の暗号資
産

⑶　自己発行暗号資産が特定譲渡制限付暗号資産
に該当する場合及び該当していた場合の法人税
法第61条の規定の適用
　内国法人が有する自己発行暗号資産で、特定
譲渡制限付暗号資産に該当するもの又は特定譲
渡制限付暗号資産に該当していたものについて
は、特定自己発行暗号資産に該当しないものと
みなして、法人税法第61条（第 5項及び第 7項
から第 9 項までを除きます。）の規定を適用す
ることとされています（法令118の 7 ④）。
（注）　特定譲渡制限付暗号資産の要件における上

記⑴①イイの交換業府令第23条第 1 項第 9 号

に規定する移転制限と特定自己発行暗号資産

の発行時から継続して譲渡についての制限そ

の他の条件が付されていることとの要件にお

ける「譲渡についての制限その他の条件」とは、

おおむね同様の条件となっていることから、

同号に規定する移転制限を付された自己発行

暗号資産は、特定自己発行暗号資産の「譲渡

についての制限その他の条件を付しているこ

と」の要件に該当する場合があると考えられ

ます。したがって、発行時から同号に規定す

る移転制限を付すことにより特定自己発行暗

号資産に該当している自己発行暗号資産につ

いて、上記⑴①イロの手続を行った場合には、

上記の規定がなければ、その自己発行暗号資

産は特定譲渡制限付暗号資産と特定自己発行

暗号資産のいずれにも該当することとなり、

その自己発行暗号資産について特定譲渡制限

付暗号資産か特定自己発行暗号資産のいずれ

に該当するものとして所得の金額の計算等を

行えばよいのか疑義が生ずることが考えられ

ます。この規定は、このように自己発行暗号

資産が特定譲渡制限付暗号資産と特定自己発

行暗号資産とのいずれにも該当する場合には、

その自己発行暗号資産は特定譲渡制限付暗号

資産に該当するものとして、法人税法第61条

の規定を適用することを明確にするために設

けられたものです。

　なお、特定譲渡制限付暗号資産に該当してい
たものについても特定自己発行暗号資産に該当
しないこととされています（法令118の 7 ④）。
したがって、特定自己発行暗号資産について上
記⑴①イロの手続を行ったことにより特定譲渡
制限付暗号資産に該当することとなり、その後
において公表等措置が継続されなかったことに
より特定譲渡制限付暗号資産に該当しないこと
となった場合には、その特定譲渡制限付暗号資
産に該当していた暗号資産は、発行時から継続
して譲渡についての制限その他の条件が付され
ていることとの要件を満たしていたとしても特
定自己発行暗号資産に該当することはありませ
ん。

⑷　特定譲渡制限付暗号資産の評価の方法の選定
手続等
①　選定特定譲渡制限付暗号資産の評価の方法
の選定手続
　上記⑴②の特定譲渡制限付暗号資産（以下
「選定特定譲渡制限付暗号資産」といいま
す。）の評価の方法の選定手続は、法人税法
施行令第118条の 6 第 4 項から第 6 項までの
規定を準用することとされています（法令
118の 9 ①）。具体的な手続は次のとおりです。
イ　選定特定譲渡制限付暗号資産の評価の方
法は、その種類ごとに選定しなければなら
ないこととされています（法令118の 6 ④、
118の 9 ①）。
ロ　内国法人は、選定特定譲渡制限付暗号資
産の取得をした場合には、その取得をした
日の属する事業年度に係る確定申告書の提
出期限（仮決算による中間申告書を提出す
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る場合には、その中間申告書の提出期限）
までに、その選定特定譲渡制限付暗号資産
と種類を同じくする選定特定譲渡制限付暗
号資産につき、時価法又は原価法のうちそ
のよるべき方法を書面により納税地の所轄
税務署長に届け出なければならないことと
されています（法令118の 6 ⑤、118の 9 ①）。
（注 1）　上記の「選定特定譲渡制限付暗号資

産の取得をした場合」には次の場合に

該当する場合を含むものとし、これら

の場合における「取得をした日」はそ

れぞれ次の日とされています（法令118

の 6 ⑤、118の 9 ①）。
　　イ　内国法人である公益法人等又は人

格のない社団等につき、収益事業以

外の事業に属していた選定特定譲渡

制限付暗号資産が収益事業に属する

選定特定譲渡制限付暗号資産となっ

た場合��その収益事業に属する選

定特定譲渡制限付暗号資産となった

日

　　ロ　公共法人に該当していた収益事業

を行う公益法人等につき、その公益

法人等に該当することとなった時の

直前において選定特定譲渡制限付暗

号資産を有していた場合（その選定

特定譲渡制限付暗号資産がその公益

法人等の収益事業に属するものであ

る場合に限ります。）��その該当す

ることとなった日
　　ハ　公共法人又は公益法人等に該当し

ていた普通法人又は協同組合等につ

き、その普通法人又は協同組合等に

該当することとなった時の直前にお

いて選定特定譲渡制限付暗号資産を

有していた場合（公益法人等に該当

していた普通法人又は協同組合等に

あっては、その選定特定譲渡制限付

暗号資産がその時の直前において収

益事業以外の事業に属していたもの

である場合に限ります。）��その該

当することとなった日
　　　　なお、「取得をした日」の属する事業

年度前の事業年度においてその選定特

定譲渡制限付暗号資産と種類を同じく

する選定特定譲渡制限付暗号資産につ

いて届出をすべき場合及び内国法人で

ある公益法人等又は人格のない社団等

が収益事業以外の事業に属する選定特

定譲渡制限付暗号資産の取得をした場

合には、届出の必要はありません（法

令118の 6 ⑤ただし書、118の 9 ①）。
（注 2）　上記の取得には、適格合併又は適格

分割型分割による被合併法人又は分割

法人からの引継ぎを含み、次の取得を

含まないこととされています（法令118

の 6 ①一⑥、118の 9 ①）。
　　イ　暗号資産を購入し、若しくは売却

し、又は種類の異なる暗号資産に交

換しようとする際に一時的に必要な

これらの暗号資産以外の選定特定譲

渡制限付暗号資産を取得する場合に

おけるその取得

　　ロ　その取得する選定特定譲渡制限付

暗号資産を自己以外の者の計算にお

いて有することとなる場合における

その取得

②　市場暗号資産に該当しない特定譲渡制限付
暗号資産の評価の方法の選定手続
　内国法人が、特定譲渡制限付暗号資産（自
己発行暗号資産を除きます。）の取得をした
場合は、これらの特定譲渡制限付暗号資産が
市場暗号資産に該当しないときであっても、
その特定譲渡制限付暗号資産を選定

0 0

特定譲渡
制限付暗号資産に該当するものとして、上記
①の選定手続を行うこととされています（法
令118の 9 ②）。
（注 1）　上記の「特定譲渡制限付暗号資産（自

己発行暗号資産を除きます。）の取得をし

た場合」には、法人税法施行令第118条の
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6 第 5 項各号に掲げる場合において、当

該各号の暗号資産が特定譲渡制限付暗号

資産であるときを含むこととされていま

す（法令118の 9 ②）。
　　　　「法人税法施行令第118条の 6 第 5 項各

号に掲げる場合」とは、次の場合をいい

ます。

イ�　内国法人である公益法人等又は人格

のない社団等につき、収益事業以外の

事業に属していた暗号資産が収益事業

に属する暗号資産となった場合

ロ�　公共法人に該当していた収益事業を

行う公益法人等につき、その公益法人

等に該当することとなった時の直前に

おいて暗号資産を有していた場合（そ

の暗号資産がその公益法人等の収益事

業に属するものである場合に限ります。）

ハ�　公共法人又は公益法人等に該当して

いた普通法人又は協同組合等につき、

その普通法人又は協同組合等に該当す

ることとなった時の直前において暗号

資産を有していた場合（公益法人等に

該当していた普通法人又は協同組合等

にあっては、その暗号資産がその時の

直前において収益事業以外の事業に属

していたものである場合に限ります。）
（注 2）　上記の取得には、適格合併又は適格分

割型分割による被合併法人又は分割法人

からの引継ぎを含み、次の取得を含まな

いこととされています（法令118の 9 ②）。
　　イ　暗号資産を購入し、若しくは売却し、

又は種類の異なる暗号資産に交換しよ

うとする際に一時的に必要なこれらの

暗号資産以外の特定譲渡制限付暗号資

産を取得する場合におけるその取得

　　ロ　その取得する特定譲渡制限付暗号資

産を自己以外の者の計算において有す

ることとなる場合におけるその取得

　これにより、市場暗号資産に該当しない特
定譲渡制限付暗号資産を取得した場合には、

その取得をした日の属する事業年度に係る確
定申告書の提出期限（仮決算による中間申告
書を提出する場合には、その中間申告書の提
出期限）までに、その特定譲渡制限付暗号資
産と種類を同じくする特定譲渡制限付暗号資
産につき、時価法又は原価法のうちそのよる
べき方法を書面により納税地の所轄税務署長
に届け出なければならないこととなります。
③　選定特定譲渡制限付暗号資産の評価の方法
の変更手続
　選定特定譲渡制限付暗号資産（上記②によ
り選定特定譲渡制限付暗号資産に該当するも
のとされたものを含みます。以下③において
同じです。）の評価の方法の変更手続は、法
人税法施行令第30条（棚卸資産の評価の方法
の変更手続）の規定を準用することとされて
います（法令118の 9 ③）。具体的な手続は次
のとおりです。
イ　内国法人は、選定特定譲渡制限付暗号資
産につき選定した評価の方法を変更しよう
とするときは、納税地の所轄税務署長の承
認を受けなければならないこととされてい
ます（法令30①、118の 9 ③）。
（注）　上記の「選定特定譲渡制限付暗号資産

につき選定した評価の方法」には、上記

①又は②により評価の方法を届け出なか

った内国法人がよるべきこととされてい

る方法（原価法）を含むこととされてい

ます。

ロ　上記イにより納税地の所轄税務署長の承
認を受けようとする内国法人は、その新た
な評価の方法を採用しようとする事業年度
開始の日の前日までに、その旨、変更しよ
うとする理由及び次の事項を記載した申請
書を納税地の所轄税務署長に提出しなけれ
ばならないこととされています（法令30②、
118の 9 ③、法規26の11）。
イ　申請をする内国法人の名称、納税地及
び法人番号並びに代表者の氏名
ロ　その評価の方法を変更しようとする選
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定特定譲渡制限付暗号資産の種類
ハ　現によっている評価の方法及びその評
価の方法を採用した日
ニ　採用しようとする新たな評価の方法
ホ　その他参考となるべき事項
ハ　税務署長は、上記ロの申請書の提出があ
った場合において、その申請書を提出した
内国法人が次のいずれかに該当するときは、
その申請を却下することができることとさ
れています（法令30③、118の 9 ③）。
イ　その内国法人が現によっている評価の
方法を採用してから相当期間を経過して
いないとき。
ロ　変更しようとする評価の方法によって
はその内国法人の各事業年度の所得の金
額の計算が適正に行われ難いと認めると
き。

ニ　税務署長は、上記ロの申請書の提出があ
った場合において、その申請につき承認又
は却下の処分をするときは、その申請をし
た内国法人に対し、書面によりその旨を通
知することとされています（法令30④、
118の 9 ③）。
ホ　上記ロの申請書の提出があった場合にお
いて、新たな評価の方法を採用しようとす
る事業年度終了の日までにその申請につき
承認又は却下の処分がなかったときは、同
日においてその承認があったものとみなす
こととされています（法令30⑤、118の 9
③）。
（注）　新たな評価の方法を採用しようとする

事業年度について中間申告書を提出すべ

き内国法人については、上記の事業年度

終了の日は、その事業年度（その内国法

人が通算子法人である場合には、その事

業年度開始の日の属するその内国法人に

係る通算親法人の事業年度）開始の日以

後 6 月を経過した日の前日となります

（法令30⑤、118の 9 ③）。

ヘ　次の内国法人がそれぞれ次の日の属する

事業年度において、選定特定譲渡制限付暗
号資産につき選定した評価の方法を変更し
ようとする場合において、その事業年度に
係る確定申告書の提出期限までに、その旨
及び上記ロイからホまでの事項を記載した
届出書を納税地の所轄税務署長に提出した
ときは、その届出書をもって上記ロの申請
書とみなし、その届出書の提出をもって上
記イの承認があったものとみなすこととさ
れています。この場合には、上記ニは適用
されません（法令30⑥、118の 9 ③）。
イ　新たに収益事業を開始した内国法人で
ある公益法人等及び人格のない社団等
��その開始した日
ロ　収益事業を行っていない公益法人等に
該当していた普通法人又は協同組合等
��その普通法人又は協同組合等に該当
することとなった日

④　選定
0 0

特定譲渡制限付暗号資産に該当するこ
ととなった場合の評価方法
　上記②により評価の方法の選定の手続を行
った特定譲渡制限付暗号資産が選定

0 0

特定譲渡
制限付暗号資産に該当することとなったとき
は、上記①ロにより届け出た方法（上記③に
よりその方法の変更の承認を受けた場合には、
その変更後の方法）をもって、その暗号資産
について選定した評価の方法とすることとさ
れています（法令118の 9 ④）。
　期末時において市場暗号資産に該当しない
特定譲渡制限付暗号資産は、原価法により評
価した金額をもってその期末時における評価
額とすることとされていますが、この規定に
より、その後の事業年度の期末時においてそ
の特定譲渡制限付暗号資産が市場暗号資産に
該当することとなった場合には、その選定し
た方法により評価した金額をもってその期末
時における評価額とすることとなります。

⑸　暗号資産の区分変更等によるみなし譲渡
　内国法人が暗号資産を自己の計算において有
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する場合において、その暗号資産が特定自己発
行暗号資産に該当しないこととなったこと等の
一定の事実が生じたときは、その生じた事実の
区分に応じて、その暗号資産を譲渡し、かつ、
その暗号資産を取得したものとみなして、その
内国法人の各事業年度の所得の金額を計算する
こととされました（法法61⑥）。みなし譲渡を
認識する一定の事実、その場合における譲渡損
益の認識方法については、次のとおりとされて
います。
（注）　改正前においても、内国法人が事業年度終

了の時において自己の計算において有する市

場暗号資産に該当しない暗号資産がその事業

年度のいずれかの時において市場暗号資産に

該当していた場合又は内国法人が自己の計算

において有する特定自己発行暗号資産に該当

する暗号資産が特定自己発行暗号資産に該当

しないこととなった場合には、その暗号資産

を譲渡し、かつ、再度取得したものとみなす

こと（みなし譲渡）とされていましたが、今

回の改正により、暗号資産の区分に特定譲渡

制限付暗号資産が追加されたことに伴い、み

なし譲渡を認識すべき事実及びその事実が生

じた場合の譲渡損益の計算について整理され

たものです。これまでみなし譲渡を認識して

いた事実とその場合の所得の金額の計算の方

法については、改正前から変更はありません。

①　上記の一定の事実は、次のとおりとされて
います（法令118の11①）。
イ　内国法人の有する暗号資産が特定自己発
行暗号資産に該当しないこととなったこと。
ロ　内国法人の有する暗号資産について次の
事実のいずれかが生じたこと。なお、その
暗号資産がその事業年度開始の時からその
事実が生ずる直前の時（その事実が次のハ
の事実である場合には、その事業年度終了
の時）までの期間内のいずれかの時におい
て市場暗号資産に該当するもの（以下「 2
号暗号資産」といいます。）である場合に
限るものとされ、その暗号資産がその直前

の時において特定自己発行暗号資産に該当
するものである場合を除くこととされてい
ます。
イ　その暗号資産が特定譲渡制限付暗号資
産に該当することとなったこと。
ロ　その暗号資産が特定譲渡制限付暗号資
産に該当しないこととなったこと（その
暗号資産がその事業年度開始の時からそ
の該当しないこととなった時までの期間
内のいずれかの時において時価法選定特
定譲渡制限付暗号資産に該当するもので
あった場合に限ります。）。
（注 1）　「特定譲渡制限付暗号資産に該当し

ないこととなったこと」には、暗号

資産の移転制限を解除した場合、公

表等措置の継続の要請をしなかった

こと又は公表等措置を取りやめる旨

の通知をしたことにより公表等措置

が取りやめとなった場合等が該当す

るものと考えられます。
（注 2）　時価法選定特定譲渡制限付暗号資

産とは、特定譲渡制限付暗号資産で

あって時価評価金額をもってその事

業年度終了の時における評価額とす

るものをいいます。

ハ　その暗号資産がその評価の方法の変更
により時価法選定特定譲渡制限付暗号資
産に該当しないこととなったこと。
ニ　その暗号資産が特定譲渡制限付暗号資
産に該当しないこととなったこと（ロの
事実を除きます。）。

ハ　内国法人の有する暗号資産であって 2号
暗号資産に該当しないものについて次の事
実のいずれかが生じたこと（その暗号資産
がその事実の生ずる直前の時において特定
自己発行暗号資産に該当するものである場
合を除きます。）。
（注）　「 2号暗号資産に該当しない」とは、そ

の暗号資産がその事業年度開始の時から

その事実の生ずる直前の時までの期間内
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のいずれかの時において市場暗号資産に

該当していたことがないこと、すなわち、

その暗号資産がその事業年度開始の時か

らその事実の生ずる直前の時までの期間

内のいずれの時においても市場暗号資産

に該当していないことを意味します。

イ　その暗号資産が特定譲渡制限付暗号資
産に該当することとなったこと。
ロ　その暗号資産が特定譲渡制限付暗号資
産に該当しないこととなったこと。

ニ　内国法人の有する暗号資産がその事業年
度の期間内のいずれかの時において市場暗
号資産に該当しないこととなったこと（次
のいずれかの場合に該当する場合を除きま
す。）。
イ　その暗号資産がその事業年度終了の時
において市場暗号資産、特定譲渡制限付
暗号資産（その事業年度の期間内のいず
れかの時において時価法選定特定譲渡制
限付暗号資産に該当していたものを除き
ます。）又は特定自己発行暗号資産に該
当するものである場合
ロ　その暗号資産にその事業年度の期間内
のいずれかの時において上記ロの事実が
生じ、その生じた時においてその暗号資
産が市場暗号資産に該当しないものであ
った場合
（注）　「上記ロの事実」からは、上記ロハの

事実を除くこととされています。また、

その事業年度の期間内に「上記ロの事

実」が 2 以上生じた場合には、その生

じた時のうち最も遅い時が上記の「そ

の生じた時」となります。

ハ　その暗号資産にその事業年度の期間内
のいずれかの時において上記ロハの事実
が生じた場合

②　内国法人が上記①イ、ロニ又はハの事実が
生じた暗号資産に該当する暗号資産を自己の
計算において有する場合には、その事実が生
じた時において、その暗号資産をその生じた

時の直前の帳簿価額により譲渡し、かつ、そ
の暗号資産をその帳簿価額により取得したも
のとみなして、その内国法人の各事業年度の
所得の金額を計算することとされています
（法令118の11②）。
　なお、内国法人が自己の計算において有す
る暗号資産が特定自己発行暗号資産に該当し
ないこととなった場合については、上記①イ
の事実として整理され、この場合には上記に
より各事業年度の所得の金額を計算すること
とされています（法令118の11①一②）。した
がって、改正前（旧法令118の11）から変更
はありません。
③　内国法人が上記①ロイからハまで又はニの
事実が生じた暗号資産に該当する暗号資産を
自己の計算において有する場合には、その事
実が生じた時において、その有する期末保有
暗号資産等（直近売買価格等公表日の翌日か
らその事業年度終了の日までの間にその暗号
資産（上記①ニの事実が生じた暗号資産に該
当するものに限ります。）と種類及び上記⑵
の区分を同じくする暗号資産の取得をしてい
た場合には、その取得をした数量に相当する
ものを除きます。以下「期末保有暗号資産
等」といいます。）を次のいずれかの金額に
期末保有暗号資産等の数量を乗じて計算した
金額により譲渡し、かつ、その期末保有暗号
資産等をその金額により取得したものとみな
して、その内国法人の各事業年度の所得の金
額を計算することとされています（法令118
の11③）。
（注 1）　上記の「その事実が生じた時」は、上

記①ロハ又はニの事実が生じた場合には、

その事実が生じた時の属する事業年度終

了の時とされています。
（注 2）　上記の「直近売買価格等公表日」とは、

価格等公表者によってその日における上

記①ロイからハまで又はニの事実が生じ

た暗号資産の最終の売買価格等が公表さ

れた日で次の暗号資産の区分に応じそれ

─�343�─

――法人税法の改正――



ぞれ次の日をいいます（法令118の11⑤）。

イ�　上記①ロイ又はロの事実が生じた暗

号資産に該当するもの��その事実が

生じた日前の日のうちその事実が生じ

た日に最も近い日

ロ�　上記①ロハ又はニの事実が生じた暗

号資産に該当するもの��その事業年

度終了の日前の日のうちその終了の日

に最も近い日
（注 3）　上記の取得には、適格合併による被合

併法人からの引継ぎを含むものとし、適

格分社型分割、適格現物出資又は適格現

物分配で残余財産の全部の分配に該当し

ないものによる分割法人、現物出資法人

又は現物分配法人からの取得及び法人税

法施行令第118条の 6 第 6 項各号に掲げる

取得（上記⑷①ロ（注 2）イ及びロの取

得）を含まないこととされています（法

令118の11③）。

イ　価格等公表者によって公表された直近売
買価格等公表日における期末保有暗号資産
等の最終の売買の価格
（注）　価格等公表者とは、法人税法施行令第

118条の 8 第 1 項第 3号に規定する価格等

公表者（上記 1 ⑵④イ（注）をご参照く

ださい。）をいいます。

ロ　価格等公表者によって公表された直近売
買価格等公表日における期末保有暗号資産
等の最終の交換比率に、その交換比率によ
り交換される他の暗号資産の価格等公表者
によって公表された直近売買価格等公表日
における最終の売買の価格を乗じて計算し
た金額
　なお、内国法人が移動平均法によりその 1
単位当たりの帳簿価額を算出する期末保有暗
号資産等であって上記①ニの事実が生じた暗
号資産に該当するものについて上記③により
所得の金額を計算する場合において、直近売
買価格等公表日の翌日からその事業年度終了
の日までの間にその期末保有暗号資産等と種

類及び上記⑵の区分を同じくする暗号資産の
取得をしていたときは、その期末保有暗号資
産等の上記の譲渡に係る原価の額は、直近売
買価格等公表日における 1単位当たりの帳簿
価額にその期末保有暗号資産等の数量を乗じ
て計算した金額とすることとされています
（法令118の11④）。

4 　適用関係

　上記 3の改正は、法人の令和 6年 4月 1日以後
に終了する事業年度の所得に対する法人税につい
て適用し、法人の同日前に終了した事業年度の所
得に対する法人税については、従前どおりとされ
ています（改正法附則 9①、改正法令附則 6①②）。
　また、みなし特定自己発行暗号資産を引き続き
特定自己発行暗号資産に該当する暗号資産とみな
すこととする経過措置が講じられています（改正
法附則 9 ②）。なお、対象となる暗号資産は、そ
の暗号資産を有する法人が発行し、かつ、令和 5
年 4月 1日の属する事業年度（以下「令和 5年改
正事業年度」といいます。）終了の時から継続し
て有する暗号資産であってその時から継続して譲
渡についての制限が付されているものに限ること
とされています（改正法附則 9②、改正法令附則
6③）。
（注）　上記の「みなし特定自己発行暗号資産」とは、

令和 5 年改正事業年度終了の時において有する

暗号資産でその時においてその全てに譲渡につ

いての制限その他の条件が付されているものに

該当するものとして令和 5 年改正法附則第12条

第 2 項の規定により特定自己発行暗号資産に該

当するものとみなされた暗号資産をいいます。

なお、このみなし特定自己発行暗号資産は、譲

渡の制限その他の条件が付されていることとの

要件を継続して満たしている場合には令和 5 年

改正事業年度後の各事業年度においても特定自

己発行暗号資産とみなすこととされており（令

和 5 年改正法附則12③）、上記の経過措置は、こ

の経過措置と同様のものです。
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二　新たな公益信託制度の創設に伴う措置

1 　改正の背景及び趣旨

⑴　公益信託制度改革の経緯
　公益信託は、民間の資金を活用して公益的活
動を行う手段として、公益法人、特に公益財団
法人と類似の社会的機能を果たしてきましたが、
公益信託制度は大正11年の旧信託法（大正11年
法律第62号）の制定以来抜本的な見直しが行わ
れておらず、主務官庁ごとに許可基準が異なる
場合があること等、旧公益法人と同様の主務官
庁による許可制に対する問題点や、許可審査基
準や税法の規定（昭和62年度税制改正において
創設）の存在により、信託事務が助成金の支給
等に、信託財産として受け入れる資産が金銭に、
事実上限定されていること等が指摘されていま
した。
　一方、公益信託制度の見直しについては、平
成18年の旧信託法の全面的な見直しの際には、
既に進行していた公益法人制度の見直しの動向
を踏まえる必要があるとされたことにより、実
質的な改正は行われず、「公益信託制度につい
ては、公益法人と社会的に同様の機能を営むも
のであることにかんがみ、先行して行われた公
益法人制度改革の趣旨を踏まえつつ、公益法人
制度と整合性のとれた制度とする観点から、遅
滞なく、所要の見直しを行うこと。」（信託法案
及び信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関
する法律案附帯決議・五（衆議院・参議院））
とされましたが、公益法人制度の改正の経過等
を受けて議論が再開され、平成31年 2 月に、法
務省の法制審議会において、公益信託の信託事
務及び信託財産の範囲の拡充、公益信託の受託
者の範囲の拡充並びに主務官庁による許可・監
督制の廃止を骨格とする「公益信託法の見直し
に関する要綱」が取りまとめられ、法務大臣に
答申されました。その後、具体的な認可事務を
担う機関を決定する調整プロセスに時間を要し

たこと等から具体的な法案提出には至っていま
せんでしたが、「新しい資本主義のグランドデ
ザイン及び実行計画（令和 4年 6月 7日閣議決
定）」及び「経済財政運営と改革の基本方針
2022（令和 4 年 6 月 7 日閣議決定）」に基づき、
民間による社会的課題解決に向けた公益的活動
の活性化の一環として、公益認定の基準をはじ
めとする公益法人制度の在り方の見直しととも
に、令和 4年10月より新しい時代の公益法人制
度の在り方に関する有識者会議において議論さ
れることとなり、同会議の「最終報告（令和 5
年 6 月 2 日）」において、「当該答申（引用注：
上記「公益信託法の見直しに関する要綱」）を
踏まえ、公益信託制度を公益認定制度に一元化
し、公益法人認定法と共通の枠組みで公益信託
の認可・監督を行う仕組みとすることで、民間
による公益的活動に関する選択肢を多様化し、
活性化するための環境を整備する。」こととさ
れたところです。
　これらを受けて、企業や国民が公益的活動を
展開していく手段として公益信託を広く活用で
きるようにするとの観点から、公益信託の引受
けの許可及びこれに対する監督を主務官庁の裁
量により行うこととしていた公益信託に関する
制度を改め、公益信託の認可及びこれに対する
監督を公益認定等委員会等の関与の下で内閣総
理大臣又は都道府県知事が行う制度を創設する
等の措置を講ずるための「公益信託に関する法
律案」が、第213回国会に提出され、令和 6 年
5月14日に衆議院において可決・成立し、同月
22日に法律第30号として公布されています。
　なお、公益信託に関する法律の施行期日は、
原則として、同法の公布の日（令和 6年 5月22
日）から起算して 2年を超えない範囲内におい
て政令で定める日とされています。その政令は、
今後定められますが、具体的な施行時期は、令
和 8年 4月となることが予定されています。
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⑵　改正の趣旨
　新たな公益信託制度においては、公益信託の
認可・監督の仕組みを公益法人制度と整合的に
することに加え、上記⑴のとおり、信託事務及
び信託財産の範囲が実質的に拡充され、美術館
の運営等の事業型の信託事務も行うことができ
るようになるとともに、受託者の主体は、税法
の規定で限定されている信託会社等以外の法人
や自然人についても、認可基準等に適合する限
り認められることとされました。今般の税制措
置は、先行する公益法人制度や改正前の（認
定）特定公益信託制度との整合性等の観点から、
公益信託に係る課税上の取扱いを整備するもの
です。
　具体的には、新たな公益信託制度においては、
公益信託の認可基準が、
・　公益信託は、公益事務を行うことのみを目
的とするものであること、
・　公益信託の受託者がその公益信託に係る信
託事務（以下「公益信託事務」といいます。）
を適正に処理するのに必要な経理的基礎及び
技術的能力を有するものであること、
・　その存続期間を通じて公益信託事務が処理
されることが見込まれること、
・　公益信託の信託管理人が受託者による公益
信託事務の適正な処理のため必要な監督をす
るのに必要な能力を有するものであること、
・　公益法人制度と整合的な財務規律（公益信
託事務についての収支均衡や使途不特定財産
額の保有制限等）に適合することが見込まれ
ること、
・　信託の終了時に類似の公益目的を有する他
の公益信託の受託者等に残余財産を帰属させ
る旨の定めを信託行為に置かなければならな
いこと、
等とされるとともに、認可後においてもその財
務規律等を遵守すべきこととされています。ま
た、公益法人制度と整合的となるよう、公益信
託の認可及び認可後の監督は、民間有識者で構
成される公益認定等委員会（都道府県の場合は

合議制の機関）の答申に基づき、行政庁が一元
的に行うこととされています。
　このような仕組みを前提とすれば、改正前の
特定公益信託の証明や認定特定公益信託の認定
における運営の公正性や確実性、業績の持続性
等の要件は全て満たしていると考えられます。
さらに、公益信託の受託者は、公益法人におけ
る公益目的事業に相当する信託事務である公益
事務として、美術館の運営等の事業型の信託事
務を行えるようになりますが、上記のとおり、
公益信託事務に係る収入とその実施に要する適
正な費用との均衡を図るよう信託事務を処理す
ることが求められることから、公益信託事務に
係る収支差額が一時的に生ずる計算期間があっ
たとしても恒常的には生じ得ない収支構造であ
ることが制度上確保されているといえます。ま
た、公益信託は、公益事務のみを目的とするも
のであることとされ、その受託者は、公益法人
における公益目的事業以外の事業に相当する信
託事務を行えないことから、公益法人と異なり、
収益事業から生ずる所得についての課税関係を
考慮する必要がないこととなります。
　これらの観点を踏まえ、下記 2の措置につい
ては、改正前の特定公益信託と同様に、その公
益信託事務から生ずる所得の全てを非課税とし、
下記 3の措置については、主務官庁の許可、税
法の規定による証明等を前提とした改正前の特
定公益信託制度と異なり、段階的な措置内容で
はなく、行政庁の認可を受けることにより公益
信託とされれば、公益信託の信託財産とするた
めに支出した寄附金の額について、一律に別枠
の損金算入限度額の対象とすることとされまし
た。
（注）　公益信託は、

・�　上記のとおり、公益信託の受託者は、公

益法人における収益事業等に相当する信託

事務を行えないこと、

・�　行政庁による認可の取消しは信託の終了

事由に該当し、清算手続が開始することと

されており、公益法人制度における公益財
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団法人と一般財団法人の関係のような 2 類

型の仕組みとはなっていないこと、
　　等から、公益法人税制とは異なり、みなし寄

附金制度や公益法人等が普通法人等に移行す

る場合の規定等は、措置されていません。

（参考）　公益信託に関する法律（令和 6 年法律第

30号）（抄）

（定義）

第 2 条　この法律において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。

一　公益信託　この法律の定めるところに

よりする受益者の定め（受益者を定める

方法の定めを含む。第 4 条第 3 項におい

て同じ。）のない信託であって、公益事務

を行うことのみを目的とするものをいう。

二　公益事務　学術の振興、福祉の向上そ

の他の不特定かつ多数の者の利益の増進

を目的とする事務として別表各号に掲げ

る事務をいう。

（行政庁）

第 3 条　この法律における行政庁は、次の各

号に掲げる公益信託の区分に応じ、当該各

号に定める内閣総理大臣又は都道府県知事

とする。

一　次に掲げる公益信託　内閣総理大臣

イ　公益事務を 2 以上の都道府県の区域

内において行う旨を信託行為で定める

もの

ロ　国の事務又は事業と密接な関連を有

する公益事務であって政令で定めるも

のを行うもの

二　前号に掲げる公益信託以外の公益信託　

その公益事務を行う区域を管轄する都道

府県知事

（公益信託の要件）

第 4条　省　略

2 　公益信託の信託行為においては、公益事

務を行うことのみを目的とする旨のほか、

次に掲げる事項を定めなければならない。

一　公益信託の名称（公益信託という文字

を用いるものに限る。第 7 条第 2 項第 1

号において同じ。）

二　信託管理人（信託法第 4 章第 4 節第 1

款の信託管理人をいう。以下同じ。）とな

るべき者を指定する定め

三　帰属権利者（信託法第182条第 1 項第 2

号に規定する帰属権利者をいう。第 8 条

第13号において同じ。）となるべき者（委

託者を除く。）を指定する定め

四　省　略

3　省　略

第 6 条　公益信託は、行政庁の認可を受けな

ければ、その効力を生じない。

（公益信託認可の申請）

第 7 条　公益信託の受託者となろうとする者

は、前条の認可（以下「公益信託認可」と

いう。）を申請しなければならない。

2・ 3　省　略

（公益信託認可の基準）

第 8 条　行政庁は、公益信託認可の申請に係

る公益信託が次に掲げる基準（その信託行

為において信託財産が寄附により受け入れ

た金銭又は預貯金、国債その他これらに準

ずる資産（いずれも内閣府令で定める要件

に該当するものに限る。）に限られる旨及び

当該信託財産（その信託財産に帰せられる

収益を含む。）について内閣府令で定める方

法によってのみ支出する旨を定める公益信

託（第16条第 1 項において「特定資産公益

信託」という。）にあっては、第 8 号から第

10号までに掲げる基準を除く。第30条第 2

項第 1 号において同じ。）に適合すると認め

るときは、公益信託認可をするものとする。

一　公益事務を行うことのみを目的とする

ものであること。

二　その受託者が公益信託事務を適正に処

理するのに必要な経理的基礎及び技術的

能力を有するものであること。

三　その信託管理人が受託者による公益信
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託事務の適正な処理のため必要な監督を

するのに必要な能力を有するものである

こと。

四　公益信託に係る信託行為の内容を証す

る書面、事業計画書及び収支予算書の内

容に照らし、その存続期間を通じて公益

信託事務が処理されることが見込まれる

ものであること。

五　受託者がその公益信託事務を処理する

に当たり、委託者、受託者、信託管理人

その他の政令で定める公益信託の関係者

に対し信託財産を用いて特別の利益を与

えるものでないこと。

六・七　省　略

八　その処理する公益信託事務について、

第16条第 1 項の規定による収支の均衡が

図られるものであると見込まれるもので

あること。

九　その公益信託事務の処理に係る費用に

対する公益事務の実施に係る費用の割合

として内閣府令で定めるところにより算

定される割合（第16条第 2項において「公

益事務割合」という。）が公益事務の実施

の状況その他の事情を勘案して内閣府令

で定める割合（同項において「基準割合」

という。）以上となると見込まれるもので

あること。

十　その公益信託事務を処理するに当たり、

第17条第 2 項に規定する使途不特定財産

額が同条第 1 項の制限を超えないと見込

まれるものであること。

十一　公益信託報酬（公益信託に係る信託

報酬（信託法第54条第 1 項に規定する信

託報酬をいう。）及び信託管理人の報酬

（同法第127条第 3 項に規定する報酬をい

う。）をいう。第19条において同じ。）に

ついて、内閣府令で定めるところにより、

当該公益信託の経理の状況その他の事情

を考慮して、不当に高額なものとならな

いような支払基準を定めているものであ

ること。

十二　省　略

十三　当該公益信託の目的とする公益事務

（以下この号において「対象公益事務」と

いう。）と類似の公益事務をその目的とす

る他の公益信託の受託者若しくは対象公

益事務と類似の公益目的事業をその目的

とする公益法人若しくは次に掲げる法人

又は国若しくは地方公共団体を帰属権利

者とする旨を信託行為に定めているもの

であること。

イ～ト　省　略

（公益信託事務の収入及び費用等）

第16条　公益信託（特定資産公益信託を除く。

次項及び次条において同じ。）の受託者は、

その公益信託事務を処理するに当たっては、

内閣府令で定めるところにより、当該公益

信託事務に係る収入をその実施に要する適

正な費用（当該公益信託事務を充実させる

ため将来において必要となる資金として内

閣府令で定める方法により積み立てる資金

を含む。）に充てることにより、内閣府令で

定める期間において、その収支の均衡が図

られるようにしなければならない。

2 　公益信託の受託者は、公益事務割合が基

準割合以上となるように公益信託事務を処

理しなければならない。

（使途不特定財産額の保有の制限）

第17条　公益信託の毎信託事務年度の末日に

おける使途不特定財産額は、当該公益信託

の受託者が公益信託事務を翌信託事務年度

においても処理するために必要な額として、

当該信託事務年度前の信託事務年度におい

て行った公益信託事務の処理に要した費用

の額（その保有する信託財産の状況及び公

益信託事務の態様に応じ当該費用の額に準

ずるものとして内閣府令で定めるものの額

を含む。）を基礎として内閣府令で定めると

ころにより算定した額を超えてはならない。

2　前項に規定する「使途不特定財産額」とは、
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公益信託の受託者による信託財産の管理の

状況又は当該信託財産の性質に鑑み、公益

信託事務のために現に使用されておらず、

かつ、引き続き公益信託事務のために使用

されることが見込まれない信託財産（災害

その他の予見し難い事由が発生した場合に

おいても公益信託事務を継続的に行うため

必要な限度において保有する必要があるも

のとして内閣府令で定める要件に該当する

もの（次項において「公益信託事務継続予

備財産」という。）を除く。）として内閣府

令で定めるものの価額の合計額をいう。

3　省　略

（公益信託の終了事由等）

第23条　公益信託は、信託法第163条の規定に

よるほか、第30条第 1 項又は第 2 項の規定

により公益信託認可が取り消された場合に

終了する。

2 　公益信託においては、信託法第164条の規

定にかかわらず、信託行為に別段の定めが

あるときを除き、委託者及び信託管理人の

合意により、公益信託を終了することはで

きない。

（残余財産の帰属）

第27条　公益信託の信託行為における第 4 条

第 2 項第 3 号の定めにより残余財産の帰属

が定まらないときは、信託法第182条第 2 項

及び第 3項の規定にかかわらず、残余財産は、

国庫（都道府県知事が行政庁である場合に

あっては、当該都道府県）に帰属する。

附　則

（公益信託に関する法律の適用等に関する経

過措置）

第 2条　省　略

2 　この法律による改正前の公益信託ニ関ス

ル法律（以下この項並びに附則第 4 条第 3

項及び第 8 条第 2 項において「旧公益信託

法」という。）第 1 条に規定する公益信託で

施行日前に旧公益信託法第 2 条第 1 項の許

可（次条において「旧公益信託許可」とい

う。）を受けてその効力が生じたもの（附則

第 4 条第 1 項、第 5 条第 1 項及び第21条に

おいて「旧法公益信託」という。）について

は、施行日から起算して 2 年を経過する日

までの間（附則第 4 条第 1 項及び第 2 項並

びに第17条第 1 項において「移行期間」と

いう。）は、なお従前の例による。

（旧公益信託の新法の規定による公益信託へ

の移行）

第 4 条　旧法公益信託及び信託法の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律（平成18

年法律第109号。以下「信託法整備法」とい

う。）第 2 条の規定によりなお従前の例によ

ることとされた信託法整備法第 1 条の規定

による改正前の信託法（大正11年法律第62号。

第 3 項及び附則第 8 条第 2 項において「旧

信託法」という。）第66条に規定する公益信

託（以下この項において「旧信託法公益信

託」という。）は、移行期間内において、新

法第 3条に規定する行政庁（以下「行政庁」

という。）の認可（以下「移行認可」とい

う。）を受けた場合には、新法第 7 条第 1 項

に規定する公益信託認可（附則第12条にお

いて「公益信託認可」という。）を受けたも

のとして新法の規定による公益信託となる

ことができる。この場合において、移行期

間内に当該移行認可を受けていない旧法公

益信託及び旧信託法公益信託（以下「旧公

益信託」という。）は、移行期間が満了する

日に終了するものとする。

2・ 3　省　略

（旧公益信託の清算に関する経過措置）

第 5 条　旧法公益信託が前条第 1 項後段の規

定により終了した場合における清算につい

ては、なお従前の例による。

2 　前項及び信託法整備法第 2 条の規定にか

かわらず、前条第 1 項後段の規定により終

了した旧公益信託については、その信託行

為の定めるところにより残余財産の帰属が

定まらないときは、新法第27条の規定を適
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用する。

（旧公益信託の公益信託への移行）

第12条　移行認可を受けた旧公益信託につい

ては、移行認可を公益信託認可とみなして、

移行認可があった日以後、新法の規定を適

用する。

別表（第 2条関係）

一　学術及び科学技術の振興を目的とする

事務

二　文化及び芸術の振興を目的とする事務

三　障害者若しくは生活困窮者又は事故、

災害若しくは犯罪による被害者の支援を

目的とする事務

四　高齢者の福祉の増進を目的とする事務

五　勤労意欲のある者に対する就労の支援

を目的とする事務

六　公衆衛生の向上を目的とする事務

七　児童又は青少年の健全な育成を目的と

する事務

八　勤労者の福祉の向上を目的とする事務

九　教育、スポーツ等を通じて国民の心身

の健全な発達に寄与し、又は豊かな人間

性を涵
かん

養することを目的とする事務

十　犯罪の防止又は治安の維持を目的とす

る事務

十一　事故又は災害の防止を目的とする事

務

十二　人種、性別その他の事由による不当

な差別又は偏見の防止及び根絶を目的と

する事務

十三　思想及び良心の自由、信教の自由又

は表現の自由の尊重又は擁護を目的とす

る事務

十四　男女共同参画社会の形成その他のよ

り良い社会の形成の推進を目的とする事

務

十五　国際相互理解の促進及び開発途上に

ある海外の地域に対する経済協力を目的

とする事務

十六　地球環境の保全又は自然環境の保護

及び整備を目的とする事務

十七　国土の利用、整備又は保全を目的と

する事務

十八　国政の健全な運営の確保に資するこ

とを目的とする事務

十九　地域社会の健全な発展を目的とする

事務

二十　公正かつ自由な経済活動の機会の確

保及び促進並びにその活性化による国民

生活の安定向上を目的とする事務

二十一　国民生活に不可欠な物資、エネル

ギー等の安定供給の確保を目的とする事

務

二十二　一般消費者の利益の擁護又は増進

を目的とする事務

二十三　前各号に掲げるもののほか、公益

に関する事務として政令で定めるもの

2 　信託財産に属する資産及び負債並びに
信託財産に帰せられる収益及び費用の帰
属等

⑴　改正前の制度の概要
①　公益信託の信託財産に属する資産及び負債
並びに信託財産に帰せられる収益及び費用の
帰属
　信託は、一般的に受託者が受益者のために
信託財産の管理又は処分を行う制度ですが、
現行の信託税制においては、課税の公平・中
立性の確保、多様な信託の類型への課税上の
対応、租税回避の防止等の観点から、課税方
法が、原則として、❶信託収益の発生時に受
益者等に課税する方法、❷信託収益を現実に
受領した時に受益者又は受給者に課税する方
法、❸信託段階において受託者を納税義務者
として課税する方法に区分されています。
イ　特定公益信託
　特定公益信託については、受託者に対し
ては課税せず、信託財産の給付時にその給
付を受ける者に対し課税することとされて
おり、上記❷の方法が採られています。
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（注 1）　特定公益信託の詳細については、下

記 3 ⑴④をご参照ください。
　具体的な規定では、次のとおりとされて
います。
　信託の受益者等はその信託の信託財産に
属する資産及び負債を有するものとみなし、
かつ、その信託財産に帰せられる収益及び
費用はその受益者等の収益及び費用とみな
して、法人税法の規定を適用することとさ
れています（法法12①②）。
　ただし、特定公益信託の信託財産に属す
る資産及び負債並びにその信託財産に帰せ
られる収益及び費用については、この限り
でないこととされています（法法12①ただ
し書）。したがって、特定公益信託につい
ては、この規定により、上記❶の方法から
除外されることとなります。
　また、法人が受託者となる特定公益信託
の信託財産に属する資産及び負債並びにそ
の信託財産に帰せられる収益及び費用は、
その法人の各事業年度の所得の金額の計算
上、その法人の資産及び負債並びに収益及
び費用でないものとみなして、法人税法の
規定を適用することとされています（法法
12③）。したがって、特定公益信託につい
ては、上記❸の方法による課税からも除外
され、上記❷の方法により課税されること
となります。
（注 2）　受益者等とは、受益者（受益者とし

ての権利を現に有するものに限りま

す。）及び信託の変更をする権限を現に

有し、かつ、その信託の信託財産の給

付を受けることとされている者（受益

者を除きます。）（みなし受益者）をい

います（法法12①②、法令15①～③）。

下記②においても同様です。

　信託法においては、委託者は信託行

為に別段の定めがない限り信託の変更

をする権限を有することとされ、信託

行為に残余財産受益者又は帰属権利者

の指定に関する定めがなければ委託者

を帰属権利者として指定する旨の定め

があったものとみなすこととされてい

ます（信託法145①、182②）ので、こ

のような場合には委託者がみなし受益

者に該当することとなります。

ロ　特定公益信託以外の公益信託
　特定公益信託以外の公益信託については、
上記❶から❸までの方法ではなく、例外的
に、信託収益の発生時に委託者等に課税す
る方法が採られています。
　具体的な規定では、次のとおりとされて
います。
　公益信託（特定公益信託を除きます。）
の委託者又はその相続人その他の一般承継
人（委託者等）はその公益信託の信託財産
に属する資産及び負債を有するものとみな
し、かつ、その信託財産に帰せられる収益
及び費用はその委託者等の収益及び費用と
みなして、法人税法の規定を適用すること
とされています（法法附則19の 3 ①）。
（注）　公益信託とは、公益信託ニ関スル法律

第 1 条に規定する公益信託をいい、具体

的には、受益者の定め（受益者を定める

方法の定めを含みます。）のない信託のう

ち学術、技芸、慈善、祭祀
し

、宗教その他

公益を目的とするものであって、主務官

庁の許可を受けたものをいうこととされ

ています。下記②についても同様です。

　この例外的な取扱いは、平成19年度税制
改正における信託税制の改正の際、上記 1
⑴で示した「信託法案及び信託法の施行に
伴う関係法律の整備等に関する法律案附帯
決議・五（衆議院・参議院）」の内容を考
慮し、法人税法の附則において、当面の間
の措置として、平成19年度税制改正前の公
益信託と同様の取扱いとなるよう規定が設
けられたことによるものです。

②　法人課税信託の範囲における公益信託の取
扱い
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　法人課税信託の信託財産に帰せられる所得
に対しては、受託者段階で受託者の固有財産
に帰せられる所得とは区別して法人税を課税
する（上記①❶）こととされており（法法 4
の 2）、その法人課税信託の範囲は、次のイ
からホまでに掲げる信託とされています。た
だし、特定公益信託については、ロの受益者
等が存しない信託に該当しますが、上記①の
とおり、受託者に対しては課税せず、信託財
産の給付時にその給付を受ける者に対し課税
することとするため、この法人課税信託の範
囲からは除くこととされています（法法 2二
十九の二）。
イ　受益権を表示する証券を発行する旨の定
めのある信託
ロ　受益者等が存しない信託
ハ　法人を委託者とする信託で一定のもの
ニ　投資信託
ホ　特定目的信託
（注）　特定公益信託の詳細については、下記 3

⑴④をご参照ください。
　また、公益信託（特定公益信託を除きま
す。）については、上記①ロの課税方法を採
ることとされているため、法人課税信託であ
るロの受益者等が存しない信託に該当しない
ものとされています（法法附則19の 3 ②）。
この取扱いは、上記①ロと同様の理由により
設けられているものです。
　すなわち、全ての公益信託が法人課税信託
に該当しないこととされています。

⑵　改正の内容
①　新たな公益信託制度における公益信託の信
託財産に属する資産及び負債並びに信託財産
に帰せられる収益及び費用の帰属
　新たな公益信託制度における公益信託の信
託財産に帰せられる収益及び費用については、
委託者及び受託者の段階で法人税を課税しな
いこととされました。すなわち、改正前の特
定公益信託と同様（上記⑴①イ）の方法が採

られることとなります。
　具体的には、公益信託に関する法律（以下
「公益信託法」といいます。）第 2条第 1項第
1号に規定する公益信託の信託財産に属する
資産及び負債並びにその信託財産に帰せられ
る収益及び費用については、信託の受益者等
はその信託の信託財産に属する資産及び負債
を有するものとみなし、かつ、その信託財産
に帰せられる収益及び費用はその受益者等の
収益及び費用とみなして、法人税法の規定を
適用することとされる取扱いから除かれる
（法法12①ただし書）とともに、法人が受託
者となる公益信託の信託財産に属する資産及
び負債並びにその信託財産に帰せられる収益
及び費用は、その法人の各事業年度の所得の
金額の計算上、その法人の資産及び負債並び
に収益及び費用でないものとみなして、法人
税法の規定を適用することとされました（法
法12③）。
　また、この改正に合わせて、上記⑴①ロの
特定公益信託以外の公益信託についての取扱
いは廃止することとされました（旧法法附則
19の 3 ①）。
（注 1）　公益信託法第 2 条第 1 項第 1 号に規定

する公益信託とは、公益信託法の定める

ところによりする受益者の定め（受益者

を定める方法の定めを含みます。）のない

信託であって、公益事務を行うことのみ

を目的とするものをいいます。詳細は、

下記 3 ⑵②イをご参照ください。
（注 2）　公益事務とは、学術の振興、福祉の向

上その他の不特定かつ多数の者の利益の

増進を目的とする事務として公益信託法

別表に掲げる事務をいいます（公益信託

法 2①二）。
（注 3）　関係法令については、上記 1の（参考）

をご参照ください。

②　法人課税信託の範囲における新たな公益信
託制度における公益信託の取扱い
　公益信託の課税方法が上記①のとおりとさ
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れたことから、改正前の特定公益信託と同様
（上記⑴②）に、公益信託を法人課税信託の
範囲から除くこととされました（法法 2二十
九の二）。
　また、この改正に合わせて、上記⑴②の特
定公益信託以外の公益信託についての取扱い
は廃止することとされました（旧法法附則19
の 3 ②）。
（注 1）　公益信託は、受益者の定め（受益者を

定める方法の定めを含みます。）のない信

託である（すなわち、受益者が存しない）

（公益信託法 2①一）とともに、委託者が

帰属権利者になることができないことと

されている（すなわち、みなし受益者が

存しない）（公益信託法 4②三）ため、受

益者等が存しない信託に該当する信託で

あることから、上記の改正を行うことと

されました。
（注 2）　関係法令については、上記 1の（参考）

をご参照ください。

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、公益信託法の施行の日以後
に効力が生ずる公益信託（移行認可を受けた信
託を含みます。）について適用し、同日前に効
力が生じた公益信託法による改正前の公益信託
ニ関スル法律第 1条に規定する公益信託（移行
認可を受けたものを除きます。）については、
従前どおりとされています（改正法附則 7）。
（注 1）　公益信託法の施行の日は、公益信託法の

公布の日（令和 6 年 5 月22日）から起算し

て 2 年を超えない範囲内において政令で定

める日とされており（公益信託法附則 1）、

その政令は、今後定められます。
（注 2）　移行認可とは、公益信託法附則第 4 条第

1 項に規定する移行認可をいい（改正法附

則 2）、具体的には、公益信託法第 3 条に規

定する行政庁の認可をいうこととされてい

ます。

　旧制度下の公益信託について公益信託法附則

では、公益信託法による改正前の公益信託ニ関
スル法律（以下「旧公益信託法」といいます。）
第 1条に規定する公益信託で公益信託法の施行
の日前に旧公益信託法第 2条第 1項の許可を受
けてその効力が生じたもの（以下「旧法公益信
託」といいます。）については、同日から起算
して 2年を経過する日までの期間（以下「移行
期間」といいます。）内に移行認可を受けた場
合には、公益信託法の規定による公益信託とな
ることができることとされ、移行期間内に移行
認可を受けていない旧法公益信託は、移行期間
が満了する日に終了するものとされている（公
益信託法附則 4①）とともに、その移行認可を
受けていない段階においては、主務官庁の監督
下に置かれることを含め、その取扱いは従来ど
おりとされています（公益信託法附則 2②、 5
①）。
　したがって、旧法公益信託については、移行
認可を受けるまでの期間は、上記の従前どおり
とされる経過措置が適用されますが、移行認可
があった日以後は、公益信託法の規定が適用さ
れるため（公益信託法附則12）、上記のとおり、
公益信託法の施行の日以後に効力が生ずる公益
信託に含むこととされ、法人税法本則（上記
⑵）が適用されることとなります。
（注 3）　関係法令については、上記 1の（参考）

をご参照ください。

3 　寄附金の損金不算入

⑴　改正前の制度の概要
①　一般の寄附金の損金算入限度額
　内国法人が各事業年度において支出した寄
附金の額の合計額のうち、次の算式により計
算した金額を超える部分の金額は、損金の額
に算入しないこととされています（法法37①、
法令73、法規22の 4 ）。
イ　普通法人、法人税法別表第 2に掲げる労
働者協同組合、協同組合等及び人格のない
社団等（ロの法人を除きます。）
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期末資本
金の額等 ×

当期の月数
×

2.5
12 1,000

＋ 当期の所得金額 ×
2.5

×
1

100 4
（注）　上記算式の資本金の額等とは、資本金

の額及び資本準備金の額の合計額又は出

資金の額をいいます。下記③についても

同様です。

ロ　普通法人、協同組合等及び人格のない社
団等のうち資本又は出資を有しないもの、
法人税法別表第 2に掲げる一般社団法人及
び一般財団法人並びに認可地縁団体、管理
組合法人、団地管理組合法人、法人である
政党等、防災街区整備事業組合、特定非営
利活動法人（認定特定非営利活動法人を除
きます。）、マンション建替組合、マンショ
ン敷地売却組合及び敷地分割組合

当期の所得金額 ×
1.25
100

ハ　公益法人等（イ及びロの法人を除きま
す。）

当期の所得金額 ×
50
又は

20
100 100

（注）　社会福祉法人など一定の法人について

は、当期の所得金額の50％相当額が200万

円未満である場合には、200万円となりま

す。

②　国又は地方公共団体に対する寄附金及び指
定寄附金の損金算入
　内国法人が各事業年度において支出した寄
附金の額のうちに次の寄附金の額がある場合
には、これらの寄附金の額の合計額は、上記
①の寄附金の額の合計額に算入しないことと
されています（法法37③）。すなわち、これ
らの寄附金の額は、その全額が損金の額に算
入されることとなります。
イ　国又は地方公共団体（港湾法の規定によ
る港務局を含みます。）に対する寄附金
（その寄附をした者がその寄附によって設
けられた設備を専属的に利用することその

他特別の利益がその寄附をした者に及ぶと
認められるものを除きます。）の額
ロ　公益社団法人、公益財団法人その他公益
を目的とする事業を行う法人又は団体に対
する寄附金のうち、次の要件を満たすと認
められるものとして財務大臣が指定したも
のの額
イ　広く一般に募集されること。
ロ　教育又は科学の振興、文化の向上、社
会福祉への貢献その他公益の増進に寄与
するための支出で緊急を要するものに充
てられることが確実であること。

③　特定公益増進法人に対する寄附金の特別損
金算入限度額
　内国法人が各事業年度において支出した寄
附金の額のうちに、特定公益増進法人に対す
るその特定公益増進法人の主たる目的である
業務に関連する寄附金（出資に関する業務に
充てられることが明らかなもの並びに上記②
イ及びロの寄附金に該当するものを除きま
す。）の額があるときは、その寄附金の額の
合計額は、次の算式により計算した金額を限
度として、上記①とは別に損金の額に算入す
ることとされています（法法37④、法令77の
2 、法規23の 3 ）。ただし、公益法人等が支
出した寄附金の額については、この措置の対
象外とされています（法法37④ただし書）。
（注）　公益法人等からは、法人税法別表第 2 に

掲げる一般社団法人、一般財団法人及び労

働者協同組合並びに認可地縁団体、管理組

合法人、団地管理組合法人、法人である政

党等、防災街区整備事業組合、特定非営利

活動法人（認定特定非営利活動法人を除き

ます。）、マンション建替組合、マンション

敷地売却組合及び敷地分割組合は除かれま

す。下記④についても同様です。

イ　普通法人、法人税法別表第 2に掲げる労
働者協同組合、協同組合等及び人格のない
社団等（ロの法人を除きます。）

⎧
⎨
⎩

⎧
⎨
⎩

⎧
⎨
⎩

⎧
⎨
⎩
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期末資本
金の額等 ×

当期の月数
×
3.75

12 1,000

＋ 当期の所得金額 ×
6.25

×
1

100 2

ロ　普通法人、協同組合等及び人格のない社
団等のうち資本又は出資を有しないもの、
法人税法別表第 2に掲げる一般社団法人及
び一般財団法人並びに認可地縁団体、管理
組合法人、団地管理組合法人、法人である
政党等、防災街区整備事業組合、特定非営
利活動法人（認定特定非営利活動法人を除
きます。）、マンション建替組合、マンショ
ン敷地売却組合及び敷地分割組合

当期の所得金額 ×
6.25
100

　なお、特定公益増進法人とは、公共法人、
公益法人等その他特別の法律により設立され
た法人のうち、教育又は科学の振興、文化の
向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に
著しく寄与する一定の法人をいい、具体的に
は次の法人をいいます（法法37④、法令77）。
・　独立行政法人
・　地方独立行政法人で一定の業務を主たる
目的とするもの
・　自動車安全運転センター、日本司法支援
センター、日本私立学校振興・共済事業団、
日本赤十字社及び福島国際研究教育機構
・　公益社団法人及び公益財団法人
・　学校法人等で学校等の設置を主たる目的
とするもの
・　社会福祉法人
・　更生保護法人
④　特定公益信託の信託財産とするために支出
した金銭の額の損金算入
　内国法人が特定公益信託の信託財産とする
ために支出した金銭の額は、寄附金の額とみ
なして損金不算入額の計算をすることとされ
ています（法法37⑥）。この場合において、
認定特定公益信託の信託財産とするために支
出した金銭の額は、上記③の特定公益増進法

人に対する寄附金の額に含むこととされてい
ます（法法37⑥後段）。したがって、認定特
定公益信託の信託財産とするために支出した
金銭の額については、特定公益増進法人に対
する寄附金の額と共通の限度額の範囲内で、
上記①とは別に損金算入できることとなりま
す。また、公益法人等が支出したものについ
ては、上記③と同様に、措置の対象外となり
ます。
　特定公益信託とは、公益信託で信託の終了
の時における信託財産がその信託財産に係る
信託の委託者に帰属しないこと及びその信託
事務の実施につき一定の要件を満たすもので
あることにつき主務大臣の証明を受けたもの
をいいます（法法37⑥、法令77の 4 ①②、法
規23の 4 ①）。
（注 1）　公益信託とは、公益信託ニ関スル法律

第 1 条に規定する公益信託をいい、具体

的には、受益者の定め（受益者を定める

方法の定めを含みます。）のない信託のう

ち学術、技芸、慈善、祭祀
し

、宗教その他

公益を目的するものであって、主務官庁

の許可を受けたものをいうこととされて

います。
（注 2）　一定の要件とは、次の事項が信託行為

において明らかであり、かつ、受託者が

信託会社（金融機関の信託業務の兼営等

に関する法律により同法第 1 条第 1 項に

規定する信託業務を営む同項に規定する

金融機関を含みます。）であることとされ

ています。

イ�　その公益信託の終了（信託の併合に

よる終了を除きます。ロにおいて同じ

です。）の場合において、その信託財産

が国若しくは地方公共団体に帰属し、

又はその公益信託が類似の目的のため

の公益信託として継続するものである

こと。

ロ�　その公益信託は、合意による終了が

できないものであること。

⎧
⎨
⎩

⎧
⎨
⎩

─�355�─

――法人税法の改正――



ハ�　その公益信託の受託者がその信託財

産として受け入れる資産は、金銭に限

られるものであること。

ニ�　その公益信託の信託財産の運用は、

次の方法に限られるものであること。

イ　預金又は貯金

ロ�　国債、地方債、特別の法律により

法人の発行する債券又は貸付信託の

受益権の取得

ハ�　合同運用信託の信託（貸付信託の

受益権の取得を除きます。）

ホ�　その公益信託につき信託管理人が指

定されるものであること。

ヘ�　その公益信託の受託者がその信託財

産の処分を行う場合には、その受託者

は、その公益信託の目的に関し学識経

験を有する者の意見を聴かなければな

らないものであること。

ト�　その公益信託の信託管理人及び学識

経験を有する者に対してその信託財産

から支払われる報酬の額は、その任務

の遂行のために通常必要な費用の額を

超えないものであること。

チ�　その公益信託の受託者がその信託財

産から受ける報酬の額は、その公益信

託の信託事務の処理に要する経費とし

て通常必要な額を超えないものである

こと。
（注 3）　主務大臣には、法令の規定によりその

公益信託に係る主務官庁の権限に属する

事務を行うこととされた都道府県の知事

その他の執行機関を含むこととされてい

ます。
（注 4）　特定公益信託の信託財産とするために

支出した金銭の額につき上記①の適用を

受けようとする内国法人は、確定申告書

に特定公益信託の信託財産とするために

支出した金銭の明細書及びその特定公益

信託の証明に係る書類の写しを添付しな

ければならないこととされています（法

令77の 4 ⑤）。

　また、認定特定公益信託とは、科学技術に
関する試験研究を行う者に対する助成金の支
給等一定のものをその目的とする特定公益信
託で、その目的に関し相当と認められる業績
が持続できることにつきその特定公益信託に
係る主務大臣の認定を受けたものをいいます。
ただし、その認定を受けた日の翌日から 5年
を経過していない特定公益信託に限られます
（法法37⑥後段、法令77の 4 ③、法規23の 4
②）。
（注 5）　科学技術に関する試験研究を行う者に

対する助成金の支給等一定のものとは、

次のものをいうこととされています。

イ�　科学技術（自然科学に係るものに限

ります。）に関する試験研究を行う者に

対する助成金の支給

ロ�　人文科学の諸領域について、優れた

研究を行う者に対する助成金の支給

ハ�　学校教育法第 1 条に規定する学校に

おける教育に対する助成

ニ�　学生又は生徒に対する学資の支給又

は貸与

ホ�　芸術の普及向上に関する業務（助成

金の支給に限ります。）を行うこと。

ヘ�　文化財保護法第 2 条第 1 項に規定す

る文化財の保存及び活用に関する業務

（助成金の支給に限ります。）を行うこと。

ト�　開発途上にある海外の地域に対する

経済協力（技術協力を含みます。）に資

する資金の贈与

チ�　自然環境の保全のため野生動植物の

保護繁殖に関する業務を行うことを主

たる目的とする法人でその業務に関し

国又は地方公共団体の委託を受けてい

るもの（これに準ずる一定の法人を含

みます。）に対する助成金の支給

リ�　すぐれた自然環境の保全のためその

自然環境の保存及び活用に関する業務

（助成金の支給に限ります。）を行うこと。
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ヌ�　国土の緑化事業の推進（助成金の支

給に限ります。）

ル�　社会福祉を目的とする事業に対する

助成

ヲ�　就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律

第 2 条第 7 項に規定する幼保連携型認

定こども園における教育及び保育に対

する助成
（注 6）　その公益信託に係る主務大臣は、上記

の「証明」又は「認定」をしようとする

とき（その証明がされた公益信託の上記

（注 2）の事項に関する信託の変更をその

公益信託の主務官庁が命じ、又は許可す

るときを含みます。）は、財務大臣に協議

しなければならないこととされています

（法令77の 4 ④）。
（注 7）　認定特定公益信託の信託財産とするた

めに支出した金銭の額については、確定

申告書、修正申告書又は更正請求書に上

記①とは別に損金の額に算入するその支

出した金銭の額及びその支出した金銭の

明細を記載した書類の添付があり、かつ、

主務大臣の認定に係る書類（特定公益信

託の受託者が主務大臣から交付された認

定書）の写し（その認定の日が金銭を支

出する日以前 5 年内であるものの写しに

限ります。）を保存している場合に限り、

上記③を適用することとされています（法

法37⑨、法規24四）。なお、税務署長は、

上記の書類の保存がない場合においても、

その書類の保存がなかったことについて

やむを得ない事情があると認めるときは、

その書類の保存がなかった金額につき上

記③を適用することができることとされ

ています（法法37⑩）。

⑵　改正の内容
①　概要
　上記⑴④の措置（旧法法37⑥、旧法令77の

4 ）に代わり、内国法人が各事業年度におい
て支出した寄附金の額のうちに新たな公益信
託制度における公益信託の信託財産とするた
めに支出したその公益信託に係る信託事務に
関連する寄附金の額があるときは、その寄附
金の額の合計額は、一定の金額を限度（損金
算入限度額）として、上記⑴①とは別に損金
の額に算入する措置とすることとされました
（法法37⑤）。
②　対象となる寄附金
　対象となる寄附金は、公益信託法第 2条第
1項第 1号に規定する公益信託の信託財産と
するために支出したその公益信託に係る信託
事務に関連する寄附金のうち、出資に関する
信託事務に充てられることが明らかな寄附金
並びに国若しくは地方公共団体に対する寄附
金及び指定寄附金（上記⑴②）又は特定公益
増進法人に対する寄附金（上記⑴③）に該当
するもの以外のものとされています（法法37
⑤）。ただし、公益法人等が支出した寄附金
の額については、改正前の取扱いと同様に、
措置の対象外とされています（法法37⑤ただ
し書）。
（注）　上記⑴④のとおり、昭和62年度税制改正

における措置の創設以降、「信託は寄附では

ないので一般的には信託金を寄附金扱いす

ることはできない」との考え方に基因し、

特定公益信託の信託財産とするために支出

した金銭の額を寄附金の額とみなすという

条文構成が採られていましたが、信託と寄

附の関係については、平成19年度税制改正

における信託税制の改正の際、「受益者等が

存しない信託に対し委託者がその有する資

産を信託した場合には、対価が支払われる

ことも反対給付義務が生ずることもない取

引であることから、無償による資産の譲渡

とされ、その信託した資産の額に相当する

金額が受託者に対する寄附金の額とされる」

との考え方に再整理されており、今般の税

制措置を講ずるに当たっては、公益信託に
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ついてもこの再整理された考え方に基づき、

「��寄附金の額のうちに公益信託の信託財

産とするために支出したその公益信託に係

る信託事務に関連する寄附金の額があると

きは、��」という条文構成とされました。

また、公益信託の信託財産とするために支

出した寄附金のうちこの措置の対象外とな

る寄附金についても、その態様に応じて、

上記⑴①から③までの寄附金のいずれかに

該当することとなります。

イ　公益信託
　公益信託法第 2条第 1項第 1号に規定す
る公益信託とは、「この法律の定めるとこ

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ろによりする
0 0 0 0 0 0

受益者の定め（受益者を定め
る方法の定めを含む。）のない信託であっ
て、公益事務を行うことのみを目的とする
ものをいう。」とされていますので、公益
信託法に定められた基準に適合するものと
して行政庁の認可を受け、その効力が生じ
た信託（公益信託法 6～ 8等）が、この措
置の対象となる公益信託となります。
　なお、公益信託に終了事由が生じた場合
（公益信託法23①）には、他の信託と同様
に、清算手続が開始されることとなります
が、公益信託法上、その清算中の信託にお
いても、公益信託のステータスを維持する
こととされています。
ロ　公益信託に係る信託事務に関連する寄附
金
　公益信託の受託者がその本旨（公益事務
を行うこと）に従って処理する信託事務を
含むその受託者が処理することとされるそ
の公益信託に係る信託事務全般に関連する
寄附金が対象となります。したがって、美
術館の運営や学資の給付などの公益事務に
充てられる寄附金だけではなく、受託者の
信託報酬や信託管理人の報酬など管理費に
充てられる寄附金もこの措置の対象となる
寄附金に該当するものと考えられます。一
方で、公益信託の信託財産とするために支

出された寄附金が受託者の権限の範囲外の
行為に充てられたような場合には、公益信
託に係る信託事務に関連する寄附金には該
当せず、その寄附金はこの措置の対象外に
なるものと考えられます。
ハ　出資に関する信託事務に充てられること
が明らかな寄附金
　出資に関する信託事務に充てられること
が明らかな寄附金として対象から除かれる
寄附金には、使途を出資に関する信託事務
に限定して募集された寄附金や出資に関す
る信託事務に用途を指定して行う寄附金な
どが該当すると考えられます。一方で、出
資に関する信託事務に充てられるかどうか
が寄附時点で不明確なものについては、例
えば、結果的に運用財産としての株式の取
得に充てられたとしても、この取扱いの対
象外と考えられます。
　なお、この取扱いは、特定公益増進法人
に対する寄附金（上記⑴③）と同様のもの
となります。新たな公益信託制度において
は、信託事務の範囲が拡充され、公益信託
形態を用いて出資を行うことが可能となる
ことから、この措置にも取り入れられるこ
ととなりました。

③　損金算入限度額
　この措置による損金算入限度額は、上記⑴
③の算式により計算した金額（特定公益増進
法人に対する寄附金の特別損金算入限度額）
から上記⑴③により損金の額に算入されるこ
ととなる金額を控除した金額とされています
（法法37⑤）。すなわち、改正前の認定特定公
益信託の信託財産とするために支出した金銭
の額の取扱いと同様、特定公益増進法人に対
する寄附金の額と限度額を共通にすることと
なります。
④　申告要件等
　この措置は、確定申告書、修正申告書又は
更正請求書に上記⑴①とは別に損金の額に算
入する寄附金の額及びその寄附金の明細を記
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載した書類の添付があり、かつ、その書類に
記載された寄附金がこの措置の対象となる寄
附金に該当することを証する一定の書類を保
存している場合に限り、適用することとされ
ています（法法37⑨）。
　また、税務署長は、その一定の書類の保存
がない場合においても、その一定の書類の保
存がなかったことについてやむを得ない事情
があると認めるときは、その一定の書類の保
存がなかった金額につきこの措置を適用する
ことができることとされています（法法37⑩）。
（注）　一定の書類は、その寄附金がこの措置の

対象となる公益信託に係る信託事務に関連

する寄附金である旨のその公益信託の受託

者が証する書類とすることが、今後、省令

によって定められる予定です。

⑶　適用関係
①　上記⑵の改正は、公益信託法の施行の日以
後に効力が生ずる公益信託（移行認可を受け
た信託を含みます。）について適用すること
とされています（改正法附則 7）。
（注 1）　公益信託法の施行の日は、公益信託法

の公布の日（令和 6 年 5 月22日）から起

算して 2 年を超えない範囲内において政

令で定める日とされており（公益信託法

附則 1）、その政令は、今後定められます。
（注 2）　移行認可とは、公益信託法附則第 4 条

第 1 項に規定する移行認可をいい（改正

法附則 2）、具体的には、公益信託法第 3

条に規定する行政庁の認可をいうことと

されています。
（注 3）　旧制度下の公益信託の公益信託法上の

取扱いについては、上記 2 ⑶の内容をご

参照ください。

②　一方、法人が、公益信託法の施行の日以後
に、既に上記⑴④の証明又は認定を受けてい
る特定公益信託（移行認可を受けたものを除
きます。以下「旧特定公益信託」といいま
す。）の信託財産とするために支出する金銭
の額については、従来どおり適用できること
とされています（改正法附則 8）。
　すなわち、既存の特定公益信託については、
移行認可を受けるまでの期間は、上記の寄附
金に係る経過措置が適用されることとなり、
移行認可のあった日以後は、公益信託法の規
定が適用されるため、上記①のとおり、公益
信託法の施行の日以後に効力が生ずる公益信
託に含むこととされ、法人税法本則（上記
⑵）が適用されることとなります。
　また、旧特定公益信託の上記⑴④の主務大
臣の認定及びその手続（旧特定公益信託の上
記⑴④（注 2）の事項に関する信託の変更を
その旧特定公益信託の主務官庁が命じ、又は
許可するときを含みます。）についても、従
来どおりとされています（改正法令附則 4）。
したがって、移行期間内に認定期間（ 5年）
が終了し、移行認可を受けていない旧法公益
信託である旧特定公益信託について、移行認
可を受けるまでの間継続して上記⑴④の措置
の対象とする場合には、従来どおり主務大臣
の認定を受けることとなります。

三　その他

1 　適格現物出資の対象となる現物出資の
範囲

⑴　改正前の制度の概要
　次の現物出資は適格現物出資に該当しないこ
ととされています（法法 2十二の十四）。

①　外国法人に国内資産等の移転を行う現物出
資
（注 1）　国内資産等とは、国内にある不動産、

国内にある不動産の上に存する権利、鉱

業法の規定による鉱業権及び採石法の規

定による採石権その他国内にある事業所
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に属する資産（外国法人の発行済株式等

の総数（出資にあっては、総額）の25％

以上の数（出資にあっては、金額）の株

式（出資を含みます。）を有する場合にお

けるその外国法人の株式（出資を含みま

す。）を除きます。）又は負債をいいます

（法令 4の 3②⑩）。

　なお、上記の発行済株式等とは、法人

の発行済株式又は出資（その法人が有す

る自己の株式又は出資を除きます。）をい

います（法法 2十二の七の五）。
（注 2）　上記の現物出資からは、外国法人に国

内資産等の移転を行う現物出資のうちそ

の国内資産等の全部がその現物出資によ

る移転によりその外国法人の恒久的施設

を通じて行う事業に係るものとなる現物

出資（その国内資産等に法人税法第138条

第 1 項第 3 号又は第 5 号に掲げる国内源

泉所得を生ずべき資産が含まれている場

合には、その資産につきその現物出資に

よる移転後にその恒久的施設による譲渡

に相当する同項第 1 号に規定する内部取

引がないことが見込まれているものに限

ります。）を除くこととされています（法

法 2十二の十四、法令 4の 3⑩）。

②　外国法人が内国法人又は他の外国法人に国
外資産等の移転を行う現物出資
（注 1）　国外資産等とは、国外にある事業所に

属する資産（国内にある不動産、国内に

ある不動産の上に存する権利、鉱業法の

規定による鉱業権及び採石法の規定によ

る採石権を除きます。）又は負債をいいま

す（法令 4の 3⑪）。
（注 2）　上記の現物出資のうち、外国法人が他

の外国法人に国外資産等の移転を行う現

物出資にあっては、その国外資産等の全

部又は一部がその現物出資による移転に

よりその他の外国法人
0 0 0 0 0 0

の恒久的施設を通

じて行う事業に係る資産又は負債となる

現物出資に限ることとされています（法

法 2十二の十四、法令 4の 3⑪）。

③　内国法人が外国法人に国外資産等の移転を
行う現物出資でその国外資産等の全部又は一
部がその外国法人の恒久的施設に属しないも
の（国内資産等の移転を行うものに準ずるも
のに限ります。）
（注）　上記の「国内資産等の移転を行うものに

準ずるもの」は、内国法人が外国法人に特

定国外資産等（現金、預金、貯金、棚卸資

産（不動産及び不動産の上に存する権利を

除きます。）及び有価証券以外の資産でその

現物出資の日以前 1 年以内に法人税法第69

条第 4 項第 1 号に規定する内部取引その他

これに準ずるものにより国外資産等となっ

た資産をいいます。以下同じです。）の移転

を行う現物出資（その特定国外資産等の全

部がその現物出資による移転によりその外

国法人の恒久的施設を通じて行う事業に係

るものとなる現物出資を除きます。）とされ

ています（法法 2 十二の十四、法令 4 の 3

⑫）。

④　新株予約権付社債に付された新株予約権の
行使に伴うその新株予約権付社債についての
社債の給付

⑵　改正の内容
　無形資産等は資産価値が形成された場所から
容易に分離することができ、国外の事業所に属
するとしても価値の創出の一部が国内において
行われているという実態を踏まえ、適格現物出
資の対象となる現物出資の範囲を見直すことに
より、内国法人の資産の含み益が国外へ持ち出
されることによる課税上の弊害を防止するため、
また、内国法人が国外で事業を展開する際のそ
の事業用の財産等の内外判定が争点となった裁
判例（東京高裁令和 2年（行コ）第89号　令和
3年 4月14日判決など）を踏まえ、資産又は負
債から生ずる所得の帰属先とその資産又は負債
の帰属先を一致させることにより、現物出資に
より移転する資産又は負債の内外判定の執行上
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の安定を図るため、納税環境整備の一環として
次の①及び②の改正が行われました。
①　適格現物出資の対象となる現物出資の範囲
の見直し
　適格現物出資の対象となる現物出資から、
被現物出資法人である外国法人に無形資産等
の移転を行う現物出資が除外されました（法
法 2十二の十四）。
（注）　無形資産等とは、内国法人の次の資産で、

その資産の譲渡若しくは貸付け（資産に係

る権利の設定その他他の者に資産を使用さ

せる一切の行為を含みます。）又はこれらに

類似する取引が独立の事業者の間で通常の

取引の条件に従って行われるとした場合に

その対価の額が支払われるべきものをいい

ます（法令 4の 3⑩）。

イ�　工業所有権その他の技術に関する権利、

特別の技術による生産方式又はこれらに

準ずるもの（これらの権利に関する使用

権を含みます。）

ロ�　著作権（出版権及び著作隣接権その他

これに準ずるものを含みます。）

　なお、その無形資産等の全部がその現物出
資による移転により被現物出資法人である外
国法人の恒久的施設を通じて行う事業に係る
資産となる現物出資は適格現物出資の対象と
することとされていますが、その移転される
無形資産等につきその現物出資後にその恒久
的施設による譲渡に相当する事実で法人税法
第139条第 2 項の規定により内部取引に含ま
れないものとされるものが生じないことが見
込まれている現物出資に限ることとされてい
ます（法法 2十二の十四、法令 4の 3⑪二）。
②　現物出資により移転する資産又は負債の内
外判定の見直し
　現物出資により移転する資産又は負債が、
国内資産等又は国外資産等のいずれに該当す
るか（内外判定）は、内国法人の本店等若し
くは外国法人の恒久的施設を通じて行う事業
に係る資産若しくは負債又は内国法人の国外

事業所等若しくは外国法人の本店等を通じて
行う事業に係る資産若しくは負債のいずれに
該当するかによることとされました（法法 2
十二の十四）。
　この改正により、国内資産等及び国外資産
等の意義がそれぞれ次のとおりとされていま
す（法法 2十二の十四）。
イ　国内資産等��国内事業所等を通じて行
う事業に係る資産（外国法人の発行済株式
等の総数又は総額の25％以上に相当する数
又は金額の株式を有する場合におけるその
外国法人の株式を除きます。）又は負債を
いうこととされています。なお、国内事業
所等とは、内国法人にあっては、法人税法
第69条第 4項第 1号に規定する本店等をい
い、外国法人にあっては、恒久的施設をい
うこととされています。
（注 1）　上記の「発行済株式等」とは、法人

の発行済株式又は出資（その法人が有

する自己の株式又は出資を除きます。）

をいいます（法法 2十二の七の五）。ま

た、上記の「株式」には、出資を含み

ます（法法 2十二の九）。
（注 2）　国内不動産等（国内にある不動産、

国内にある不動産の上に存する権利、

鉱業法の規定による鉱業権及び採石法

の規定による採石権をいいます。以下

同じです。）は、改正前は「国内資産

等」の範囲に含まれていましたが、今

回の改正により、国内資産等とは別に、

新たに「国内不動産等」として定義さ

れました。なお、国内不動産等が国内

事業所等を通じて行う事業に係る資産

である場合には、国内不動産等も国内

資産等に該当することとなります。

ロ　国外資産等��外国法人国外資産等及び
内国法人国外資産等とされました。なお、
外国法人国外資産等とは、外国法人の法人
税法第138条第 1 項第 1 号に規定する本店
等を通じて行う事業に係る資産（国内不動
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産等を除きます。）又は負債をいい、内国
法人国外資産等とは、内国法人の同法第69
条第 4項第 1号に規定する国外事業所等を
通じて行う事業に係る資産又は負債をいう
こととされています。

③　適格現物出資の対象となる現物出資から除
かれる現物出資の範囲（改正後）
　上記①及び②の改正により、適格現物出資
の対象となる現物出資から除かれる上記⑴①
から③までの現物出資は、それぞれ次のイか
らハまでの現物出資となります。
イ　被現物出資法人である外国法人に国内不
動産等、国内資産等又は無形資産等の移転
を行う現物出資（法法 2十二の十四）
（注）　上記⑴①から除かれる現物出資の範囲

（上記⑴①（注 2））が、被現物出資法人

である外国法人に国内不動産等、国内資

産等又は無形資産等の移転を行う現物出

資のうちこれらの資産又は負債の全部が

その現物出資による移転によりその外国

法人の恒久的施設を通じて行う事業に係

る資産又は負債となる現物出資とされま

した（法令 4の 3 ⑪）。なお、次の場合に

該当する場合には、それぞれ次の要件に

該当する現物出資（次の場合のいずれに

も該当する場合には、次の要件のいずれ

にも該当するもの）に限ることとされて

います。

イ�　その現物出資が国内不動産等又は法

人税法第138条第 1 項第 3号若しくは第

5 号に掲げる国内源泉所得を生ずべき

国内資産等の移転を行うものである場

合��その国内不動産等又はその国内

資産等につきその現物出資後にその恒

久的施設による譲渡に相当する同項第

1 号に規定する内部取引がないことが

見込まれていること。

ロ�　その現物出資が無形資産等の移転を

行うものである場合��その無形資産

等につきその現物出資後にその恒久的

施設による譲渡に相当する事実で法人

税法第139条第 2 項の規定により同法第

138条第 1 項第 1号に規定する内部取引

に含まれないものとされるものが生じ

ないことが見込まれていること。

　なお、上記イの要件は改正前の要件か

ら変更はありませんが、無形資産等の移

転を行う現物出資が追加されたことに伴

い、上記ロの要件が追加されました。

ロ　外国法人が内国法人又は他の外国法人に
外国法人国外資産等の移転を行う現物出資
（その他の外国法人

0 0 0 0 0 0

に外国法人国外資産等
の移転を行うものにあっては、その外国法
人国外資産等の全部又は一部がその現物出
資による移転によりその他の外国法人

0 0 0 0 0 0

の恒
久的施設を通じて行う事業に係る資産又は
負債となるものに限ります。）
ハ　内国法人が外国法人に内国法人国外資産
等の移転を行う現物出資でその内国法人国
外資産等の全部又は一部がその現物出資に
よる移転によりその外国法人の法人税法第
138条第 1 項第 1 号に規定する本店等を通
じて行う事業に係る資産又は負債となるも
の（国内資産等の移転を行うものに準ずる
ものに限ります。）
　なお、国内資産等の移転を行うものに準
ずる現物出資は、内国法人が外国法人に内
国法人国外資産等（現金、預金、貯金、棚
卸資産（不動産及び不動産の上に存する権
利を除きます。）及び有価証券を除きま
す。）でその現物出資の日以前 1 年以内に
法人税法第69条第 4項第 1号に規定する内
部取引その他これに準ずるものにより内国
法人国外資産等となったものの移転を行う
現物出資をいいます（法令 4の 3⑫）。

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、令和 6年10月 1 日以後に行
われる現物出資について適用し、同日前に行わ
れた現物出資については、従前どおりとされて
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います（改正法附則 6、改正法令附則 2）。

2 　公共法人の範囲

⑴　改正前の制度の概要
　公共法人は、法人税を納める義務がないこと
とされています（法法 4②）。
（注）　公共法人とは、法人税法別表第 1 に掲げる

法人をいいます（法法 2五、別表 1）。

　なお、公共法人となる独立行政法人は、そ

の資本金の額若しくは出資の金額の全部が国

若しくは地方公共団体の所有に属しているも

の又はこれに類するものとして、財務大臣が

告示により指定をしたものに限ることとされ

ています（法法別表 1、平15. 9 財務告606）。

⑵　改正の内容
　公共法人となる独立行政法人の範囲に、国立
研究開発法人情報通信研究機構が追加されまし
た。
（注）　国立研究開発法人情報通信研究機構は、こ

れまで、公益法人等とされていました（法法

2 六、別表 2、平15. 9 財務告607）。令和 5 年

12月15日に公布された「国立研究開発法人情

報通信研究機構法の一部を改正する等の法律

（令和 5 年法律第87号）」（以下「機構法等改正

法」といいます。）により特定通信・放送開発

事業実施円滑化法（以下「通信・放送開発法」

といいます。）が廃止され、及び国立研究開発

法人情報通信研究機構法（以下「機構法」と

いいます。）が改正されました。通信・放送開

発法の廃止に伴い、債務保証業務を実施する

ための基金（信用基金）等の残余財産を国庫

に納付することとする経過措置（機構法等改

正法附則 3 ④）が設けられました。また、国

立研究開発法人情報通信研究機構の出資に関

する規定（機構法 6）が改正されました。信

用基金等の残余財産の国庫納付の規定が設け

られたこと及び出資に関する規定の改正に伴

い、同機構の資本金（基金を含みます。）は政

府から出資があった金額及び政府から出資が

あったものとされた金額のみとなり、政府以

外の者からの出資（出捐
えん

）を受けた金額がな

くなることから、同機構を公共法人とするこ

ととされたものです。

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、令和 6年 4月 1日から適用
することとされています（令 6 . 3 財務告90前
文）。

3 　公益法人等の範囲及び収益事業から除
外される事業の範囲

⑴　改正前の制度の概要
　公益法人等は、収益事業を行う場合、法人課
税信託の引受けを行う場合、特定多国籍企業グ
ループ等に属する場合又は退職年金業務等を行
う場合に限り、法人税を納める義務があること
とされています（法法 4①）。
（注）　「公益法人等」とは、法人税法別表第 2 に掲

げる法人をいいます（法法 2六、別表 2）。

　なお、公益法人等となる独立行政法人は、

公共法人以外の法人で、国又は地方公共団体

以外の者に対し、利益又は剰余金の分配その

他これに類する金銭の分配を行わないものと

して財務大臣が告示により指定をしたものに

限ることとされています（法法別表 2 、平

15. 9 財務告607）。

　収益事業とは、物品販売業、不動産販売業、
金銭貸付業、製造業等の34事業で、継続して事
業場を設けて行われるものをいいます（法法 2
十三、法令 5）。
　ただし、法令等において参入できる者が限定
されている等、営利を目的とする法人と競合関
係にないと認められる事業等については、収益
事業から除外されています（法令 5）。

⑵　改正の内容
①　公益法人等の範囲
イ　追加
イ　金融経済教育推進機構が追加されまし
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た（法法別表 2）。
（注）　上記の改正は、令和 5 年度税制改正

事項ですが、令和 5 年11月29日に公布

された「金融商品取引法等の一部を改

正する法律（令和 5 年法律第79号）」

（以下「金商法等改正法」といいます。）

附則第43条において措置されています。

ロ　脱炭素成長型経済構造移行推進機構が
追加されました（法法別表 2）。

ロ　その他の改正
イ　外国人の技能実習の適正な実施及び技
能実習生の保護に関する法律が改正され、
「外国人技能実習機構」を廃止し、「外国
人育成就労機構」を設け、育成就労計画
の認定等の育成就労の適正な実施及び育
成就労外国人の保護等に関する業務を行
うこととされました。これに伴い、公益
法人等の範囲から外国人技能実習機構が
除外され、公益法人等の範囲に外国人育
成就労機構が新たに追加されました（法
法別表 2）。
（注 1）　上記の改正は、令和 6 年 6 月21日

に公布された「出入国管理及び難民

認定法及び外国人の技能実習の適正

な実施及び技能実習生の保護に関す

る法律の一部を改正する法律（令和

6 年法律第60号）」（以下「入管法等

改正法」といいます。）附則第27条第

4号において措置されています。
（注 2）　「外国人の技能実習の適正な実施及

び技能実習生の保護に関する法律」

は、入管法等改正法第 2 条によりそ

の題名が「外国人の育成就労の適正

な実施及び育成就労外国人の保護に

関する法律」に改正されます。

ロ　公益法人等となる独立行政法人の範囲
から国立研究開発法人情報通信研究機構
が除外されました（平15. 9 財務告607）。
（注）　国立研究開発法人情報通信研究機構

は、公共法人となる独立行政法人とし

て令和 6 年 4 月 1 日に告示により指定

されています。詳細については、上記

「 2　公共法人の範囲」をご参照くださ

い。

ハ　社会医療法人の認定要件のうち救急医
療等確保事業に係る業務を行っているこ
ととの要件について、医療法の改正によ
り救急医療等確保事業に「そのまん延に
より国民の生命及び健康に重大な影響を
与えるおそれがある感染症がまん延し、
又はそのおそれがあるときにおける医
療」（以下「新興感染症発生・まん延時
における医療」といいます。）の確保に
必要な事業が追加されました（医療法30
の 4 ②五ハ）。この医療法の改正の施行
に伴い、医療法第42条の 2第 1項第 5号
に規定する厚生労働大臣が定める基準
（平成20年 3 月厚生労働省告示第119号）
が改正され、新興感染症発生・まん延時
における医療の確保に必要な事業に関す
る基準が定められました。この基準及び
他の社会医療法人の要件を満たすことに
より都道府県知事の認定を受けた場合も
従前の社会医療法人と同様に公益法人等
に該当することとなり、その行う医療保
健業は収益事業から除外されます（法令
5①二十九チ）。
（注 1）　上記の医療法の改正は、令和 3 年

5 月28日に公布された「良質かつ適

切な医療を効率的に提供する体制の

確保を推進するための医療法等の一

部を改正する法律（令和 3 年法律第

49号）」第 3条により行われています。
（注 2）　医療法第42条の 2 第 1 項第 5 号に

規定する厚生労働大臣が定める基準

の改正は、医療法第42条の 2 第 1 項

第 5 号に規定する厚生労働大臣が定

める基準の一部を改正する件（令和

6年 3月厚生労働省告示第182号）に

より行われています。
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　新興感染症発生・まん延時におけ

る医療の確保に必要な事業に係る業

務についての基準は、次の事項に応

じそれぞれ次のとおりとされていま

す。

Ａ�　業務を行う病院の構造設備��

その病院が発熱患者等専用の診察

室、酸素投与及び呼吸モニタリン

グが可能な病床その他の新興感染

症発生・まん延時における医療を

行うために必要な施設、設備及び

物資を有すること。

　なお、上記の施設及び設備のう

ち医療法施行令第 5 条の 5 の規定

に基づく社会医療法人に係る認定

の申請時に有していない施設又は

設備がある場合において、感染症

の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（以下「感染症

法」といいます。）第36条の 3 第

1 項に規定する医療措置協定（以

下「医療措置協定」といいます。）

を締結した日から 3 年を超えない

範囲でその病院の所在地の都道府

県知事が適当と認めた期間内にそ

の施設又は設備について整備する

計画を作成し、都道府県知事がそ

の計画を適当と認めたときを含み

ます。

Ｂ�　業務を行うための体制��その

病院が次のいずれにも該当するこ

と。

A�　感染症法第36条の 9 第 1 項に

規定する医療協定等措置のうち、

次のａ及びｂに掲げる措置をそ

の内容に含む医療措置協定を締

結し、その病院の所在地の都道

府県が定める医療法第30条の 4

第 1 項に規定する医療計画にお

いてその医療措置協定を締結し

た医療提供施設として記載され

ていること。

ａ�　感染症法第36条の 2 第 1 項

第 1 号に掲げる措置（次の基

準を満たすものに限ります。）

・�　その措置の実施に係る都

道府県知事の要請があった

日から起算して 7 日以内に

実施するものであること。

・�　その措置を講ずるために

確保する病床数が30床以上

であること。

ｂ�　感染症法第36条の 2 第 1 項

第 2 号に掲げる措置（次の基

準を満たすものに限ります。）

・�　その措置の実施に係る都

道府県知事の要請があった

日から起算して 7 日以内に

実施するものであること。

・�　 1 日当たり20人以上の新

型インフルエンザ等感染症

若しくは指定感染症の疑似

症患者若しくはこれらの感

染症にかかっていると疑う

に足りる正当な理由のある

者又は新感染症にかかって

いると疑われる者若しくは

その新感染症にかかってい

ると疑うに足りる正当な理

由のある者の診療を行うも

のであること。

B�　救急患者に対し医療を提供す

る体制を常に確保していること。

C�　医療法第30条の12の 2 第 1 項

に規定する災害・感染症医療業

務従事者により組織された災害

派遣医療チーム若しくは災害派

遣精神医療チーム又は災害・感

染症医療業務従事者である災害

支援ナースを有し、同法第30条

─�365�─

――法人税法の改正――



の12の 6 第 1 項に規定する協定

及び感染症法第36条の 2 第 1 項

第 5 号に掲げる措置をその内容

に含む医療措置協定を締結して

いること。

C�　業務の実績��その病院が次の

いずれにも該当すること。

A�　時間外等加算割合が16％以上

又は夜間等救急自動車等搬送件

数が年平均600件以上であるこ

と。

B�　その会計年度の前会計年度に

おいて、その病院に勤務する職

員が、次に掲げるいずれかの訓

練又は研修に参加していること。

ａ�　その病院が行う新型インフ

ルエンザ等感染症、指定感染

症又は新感染症の対応に係る

訓練又は研修

ｂ�　外部の機関が行う新型イン

フルエンザ等感染症、指定感

染症又は新感染症の対応に係

る訓練又は研修

C�　感染症法第36条の 4 第 2 項に

規定する勧告を受けたことがな

いこと。

②　収益事業から除外される事業の範囲
　収益事業から除外される事業の範囲につい
て、次の見直しが行われました（法令 5①）。
イ　金銭貸付業から除外される事業に、広域
的運営推進機関が電気事業法第28条の40第
1 項第 5号の 3に掲げる業務として行う金
銭貸付業が追加されました（法令 5①三リ）。
（注 1）　電気事業法第28条の40第 1 項第 5 号

の 3 に掲げる業務とは、同法第28条の

50第 1 項に規定する認定整備等事業者

に対し、同条第 2 項に規定する認定整

備等計画に基づく電気工作物の整備又

は更新に必要な資金を貸し付ける業務

をいいます。

（注 2）　関係法令については、下記の（参

考）をご参照ください。

ロ　請負業（事務処理の委託を受ける業を含
みます。）から除外される事業に、国民健
康保険団体連合会が次の者の委託を受けて
行うものであること等の一定の要件に該当
するものが追加されました（法令 5①十ホ、
法規 4の 2の 2②）。
イ　国又は都道府県、市町村（特別区を含
みます。）若しくは後期高齢者医療広域
連合（高齢者の医療の確保に関する法律
第48条に規定する後期高齢者医療広域連
合をいいます。）
ロ　全国健康保険協会、健康保険組合、国
民健康保険組合、国家公務員共済組合、
地方公務員共済組合又は日本私立学校振
興・共済事業団
ハ　社会保険診療報酬支払基金又は独立行
政法人環境再生保全機構
ニ　都道府県の区域をその区域とする国民
健康保険団体連合会の全てをその社員と
する公益社団法人
　なお、一定の要件とは、法令の規定に基
づく委託を受けて行うもの（これに準ずる
ものを含みます。）であること、その委託
の対価がその事業を実施するために必要な
費用を超えるに至った場合にはその超える
に至った事業年度の翌事業年度の委託の対
価を減額することとされていることその他
の厚生労働大臣の定める要件に該当するこ
とにつき厚生労働大臣の証明を受けたもの
であることとされています（法規 4の 2の
2①）。
（注）　厚生労働大臣の定める要件は、次のい

ずれにも該当することとされています

（令 6 . 3 厚労告183）。

イ�　次の事業のいずれかに該当するもの

であること。

Ａ�　国民健康保険法その他法令の規定

に基づく上記ロイからニまでの者
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（以下「保険者等」といいます。）の

委託を受けて行う事業

Ｂ�　保険者等の委託を受けて、保険者

等が実施する保健事業等（国民健康

保険法第104条に規定する保健事業等

をいいます。）につき必要な援助を行

う事業

Ｃ�　保険者等の委託を受けて、情報通

信の技術の活用による保険者等の業

務運営の効率化の推進のために行わ

れる電子計算機その他の情報通信機

器の導入を支援する事業

Ｄ�　上記ＡからＣまでの事業のほか、

保険者等の委託を受けて行う保健、

医療及び福祉に関する事業であって

次の要件のいずれにも該当するもの

A�　特定情報通信機器（保健、医療

及び福祉に関する事業に利用する

ために開発された電子計算機その

他の情報通信機器をいいます。以

下同じです。）を用いて行われる

ものであること。

B�　その事業の委託の対価の額に特

定情報通信機器の開発又は維持に

要する費用に充てるための金額が

含まれていること。

Ｅ�　上記ＡからＤまでの事業のほか、

保険者等の委託を受けて行う保健、

医療及び福祉に関する事業であって

その国民健康保険団体連合会（以下

「連合会」といいます。）が行うべき

事業として厚生労働大臣が認めたも

の

ロ�　受託事業の委託の対価の額は、その

受託事業に従事する職員に係る人件費、

国民健康保険診療報酬審査委員会の運

営に必要な費用その他のその受託事業

に必要な費用の額（次のＡからＥまで

の費用であってその受託事業に係るも

のを含みます。以下「必要費用額」と

いいます。）から国又は都道府県からの

補助金、預金の利子その他の収入金及

びその受託事業を行う各事業年度の前

事業年度の剰余金の合算額を控除して

得た額以下であること。

Ａ�　その連合会の財政の安定化を図る

ための積立金の積立てに要する費用

Ｂ�　その各事業年度の退職給付引当金

に充てるための積立金の積立てに要

する費用

Ｃ�　建物その他の減価償却資産の取得

に充てるための積立てに要する費用。

ただし、定額法又は定率法（旧定率

法を含みます。）により算出した各事

業年度の減価償却費に相当する金額

（その各事業年度の減価償却費として

計上された金額を除きます。）を超え

ない額を限度とすることとされてい

ます。

Ｄ�　電算処理システムの更改を行う各

事業年度までの間積み立てるその更

改に要する費用（Ｃに該当する費用

を除きます。）に充てるための積立金

の積立てに要する費用

Ｅ�　特定情報通信機器を活用し、保険

者等による保健、医療及び福祉に関

する給付その他の費用の負担につき、

審査及び支払を行う業務（これらに

附帯する業務を含みます。）の高度化

及び効率化のために必要な費用に充

てるための積立金の積立てに要する

費用

　なお、上記の受託事業とは、上記イ

ＡからＥまでの事業のいずれかに該当

するものであって、その事業を合理的

に区分した後のものをいいます。

　また、国民健康保険診療報酬審査委

員会とは、国民健康保険法第87条第 1

項に規定する国民健康保険診療報酬審

査委員会をいい、同法第45条第 6 項の
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規定により連合会が診療報酬請求書の

審査に係る事務を同項に規定する厚生

労働大臣が指定する法人に委託した場

合において、その診療報酬請求書の審

査を行う者を含みます。

ハ�　各事業年度における受託事業の保険

者等からの手数料等（手数料、委託料、

負担金その他のその事業の委託の対価

をいいます。以下同じです。）に係る収

入金額がその各事業年度のその受託事

業の必要費用額を超える場合には、そ

の各事業年度の翌事業年度のその保険

者等からの手数料等を減額することと

されていること。

ニ�　ロ及びハの事項について、各事業年

度におけるその連合会の総会の議決を

経ていること。

ハ　医療保健業から除外される公的医療機関
に該当する病院等を設置する一定の厚生農
業協同組合連合会が行う医療保健業の要件
について、その厚生農業協同組合連合会の
行う事業が公的に運営されるものであるこ
とその他の厚生労働大臣及び農林水産大臣
の定める基準に該当することとの要件が追
加されました（法規 5 の 2 ①三）。具体的
には、次の要件の全てに該当することとさ
れています（令 6 . 3 厚労・農水告 2）。
イ　厚生農業協同組合連合会の行う事業に
ついて、社会保険診療に係る収入金額等
及び農業協同組合法第17条第 1項の規定
により農業協同組合連合会が会員から徴
収する賦課金に係る収入金額の合計額が、
事業収益の額の80％を超えること。
（注）　上記の「社会保険診療に係る収入金

額等」とは、次の収入金額をいいます。

Ａ�　租税特別措置法第26条第 2 項に規

定する社会保険診療に係る収入金額

（労働者災害補償保険法に係る患者の

診療報酬を含みます。）

Ｂ�　健康増進法に規定する健康増進事

業実施者が行う健康増進事業（健康

診査に係るものに限ります。）に係る

収入金額

Ｃ�　予防接種法に規定する定期の予防

接種等及び医療法施行規則の規定に

基づき厚生労働大臣が定める予防接

種に係る収入金額

Ｄ�　助産（社会保険診療及び健康増進

事業に係るものを除きます。）に係る

収入金額

Ｅ�　介護保険法の規定による保険給付

に係る収入金額（租税特別措置法第

26条第 2 項第 4 号に掲げるサービス

に係る収入金額を除きます。）

ロ　厚生農業協同組合連合会が、健康保険
法第63条第 2項第 5号に規定する選定療
養に関し、特別の療養環境の提供をする
ときは、次のいずれにも該当すること。
Ａ　各医療施設ごとの特別の療養環境に
係る病床数が療担規則及び薬担規則並
びに療担基準に基づき厚生労働大臣が
定める掲示事項等（平成18年 3 月厚生
労働省告示第107号）第 3 第 2 号㈡に
規定する基準に適合していること。こ
の基準は、特別の療養環境に係る病床
数は、その有する病床数の50％以下で
なければならないものとするものです。
ただし、厚生労働大臣が一定の要件を
満たすものとして承認した保険医療機
関については、その承認に係る病床割
合以下とすることができます。
Ｂ　各医療施設ごとの特別の療養環境に
係る病床の病室差額料の平均額が
5,000円以下であること。

（注）　上記ロの要件は、改正前の法人税法

施行規則第 5 条の 2 第 1 項第 1 号に係

る要件として運用されていましたが、

要件の明確化の観点から法人税法施行

規則において定めることとされたもの

です。なお、差額ベッドの割合に係る
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要件については、従前は30％以下であ

ることとされていましたが、この改正

により原則として50％以下であること

とされ、その割合が引き上げられてい

ます。
（参考）　電気事業法（昭和39年法律第170号）

（業務）

第28条の40　推進機関は、第28条の 4 の目的

を達成するため、次に掲げる業務を行う。

一～五の二　省　略

五の三　第97条第 1 項の卸電力取引所から

第99条の 8 の規定による納付を受け、第

28条の50第 1 項に規定する認定整備等事

業者に対し、同条第 2 項に規定する認定

整備等計画に基づく電気工作物の整備又

は更新に必要な資金を貸し付けること。

五の四～十　省　略

2・ 3　省　略

（認定整備等計画の変更等）

第28条の50　前条第 1項の認定を受けた者（次

項及び第 3項において「認定整備等事業者」

という。）は、当該認定に係る整備等計画を

変更しようとするときは、経済産業省令で

定めるところにより、経済産業大臣の認定

を受けなければならない。

2 　経済産業大臣は、認定整備等事業者が当

該認定に係る整備等計画（前項の規定によ

る変更の認定があつたときは、その変更後

のもの。次項において「認定整備等計画」

という。）に従つて電気工作物の整備又は更

新を実施していないと認めるときは、当該

認定を取り消すことができる。

3・ 4　省　略

⑶　適用関係
①　上記⑵①イイの改正は、金商法等改正法の
公布の日（令和 5年11月29日）から起算して
3月を超えない範囲内において政令で定める
日（令和 6年 2月 1日）から施行されていま
す（金商法等改正法附則 1二）。

（注）　上記の政令で定める日は、金融商品取引

法等の一部を改正する法律の一部の施行期

日を定める政令（令和 6 年政令第21号）に

おいて、令和 6年 2月 1日とされています。

②　上記⑵①イロ及びロハ並びに②イ及びハの
改正は、令和 6年 4月 1日から施行されてい
ます（改正法附則 1、改正法令附則 1、改正
法規附則 1、令 6 . 3 厚労告182前文）。
③　上記⑵①ロロの改正は、令和 6年 4月 1日
から適用することとされています（令 6 . 3
財務告91前文）。
④　上記⑵②ロの改正は、法人の令和 6年 4月
1日以後に開始する事業年度の所得に対する
法人税について適用することとされています
（改正法令附則 3）。
⑤　上記⑵①ロイの改正は、入管法等改正法の
施行の日から施行することとされています
（入管法等改正法附則 1）。
（注）　入管法等改正法の施行の日は、入管法等

改正法の公布の日から起算して 3 年を超え

ない範囲内において政令で定める日から施

行することとされており（入管法等改正法

附則 1）、その政令は、今後定められます。

4 　減価償却資産

⑴　改正の内容
①　漁港水面施設運営権の創設に伴う整備
　長期的かつ計画的な漁港施設等の活用を図
る事業の実施を推進する制度を創設すること
等を目的とした「漁港漁場整備法及び水産業
協同組合法の一部を改正する法律案」が、第
211回通常国会に提出され、令和 5 年 5 月19
日に可決・成立し、同月26日に公布されまし
た。同法において、漁港漁場整備法（改正
後：漁港及び漁場の整備等に関する法律）が
改正され、漁港の区域内の一定の水域におけ
る水面固有の資源を利用する漁港施設等活用
事業を実施するために、その水面の占用をし
て必要な施設を設置し、運営する権利である
「漁港水面施設運営権」が定められました。
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　漁港及び漁場の整備等に関する法律におい
て、漁港水面施設運営権は、存続期間の定め
があり、物権とみなされ、抵当権の設定の目
的となるほか、登記に代えて登録を行うなど
の措置が講じられています。
（注 1）　漁港施設等活用事業とは、漁港及び漁

場の整備等に関する法律第 4 条の 2 に規

定する漁港施設等活用事業をいい、漁港

水面施設運営権は、漁港施設等活用事業

のうち、同条第 2 号に規定する遊漁、漁

業体験活動又は海洋環境に関する体験活

動若しくは学習の機会の提供を行う事業

を実施するために設定することができる

こととされています（漁港及び漁場の整

備等に関する法律 4の 2、 4の 3）。
（注 2）　上記の改正は、令和 6 年 4 月 1 日から

施行されています。
（注 3）　関係法令については、下記の（参考 1）

をご参照ください。

　上記の改正により創設された漁港水面施設
運営権について、次のとおり整備が行われま
した。
イ　減価償却資産の範囲の見直し
　漁港水面施設運営権が、減価償却資産
（無形固定資産）とされました（法令13八
ワ）。
ロ　漁港水面施設運営権の償却方法
　漁港水面施設運営権の償却方法は、他の
無形固定資産と同様に定額法とされていま
す（法令48の 2 ①四）。
ハ　漁港水面施設運営権の耐用年数
　漁港水面施設運営権の耐用年数は、その
存続期間の年数とされています。具体的に
は、漁港及び漁場の整備等に関する法律施
行規則第42条の規定により通知されたその
漁港水面施設運営権の存続期間の年数が耐
用年数となります（耐用年数省令 1②七）。
（注 1）　上記の存続期間の年数は、暦に従っ

て計算し、 1 年に満たない端数を生じ

たときは、これを切り捨てます（耐用

年数省令 1③）。

　漁港管理者は、その管理する漁港につい
て、漁港施設等活用事業の推進に関する基
本方針に即して、漁港施設等活用事業の推
進に関する計画（以下「活用推進計画」と
いいます。）を定めることができ（漁港及
び漁場の整備等に関する法律41①）、この
活用推進計画には、漁港水面施設運営権の
設定に関する事項を定めることができるこ
ととされており（漁港及び漁場の整備等に
関する法律49①）、漁港水面施設運営権の
設定に関する事項を定めた活用推進計画が
定められた漁港において、漁港施設等活用
事業のために漁港水面施設運営権の設定を
受けようとする者は、設定を受けようとす
る漁港水面施設運営権に関する実施計画
（漁港施設等活用事業の実施に関する計画
をいいます。以下同じです。）を作成し、
その漁港の漁港管理者の認定を申請するこ
とができることとされています（漁港及び
漁場の整備等に関する法律42①、50①）。
漁港管理者は、漁港水面施設運営権に関す
る実施計画の認定をしたときは、認定計画
の実施者に漁港水面施設運営権を設定する
ものとされており（漁港及び漁場の整備等
に関する法律52①）、漁港水面施設運営権
を設定したときは、遅滞なく、漁港水面施
設運営権の設定を受けた認定計画の実施者
に対し、漁港水面施設運営権に係る漁港施
設等活用事業の内容やその存続期間等の事
項を通知しなければならないこととされて
います（漁港及び漁場の整備等に関する法
律施行規則42）。認定計画の実施者が設定
を受けた漁港水面施設運営権の耐用年数は、
この漁港管理者から通知された存続期間に
よることとなります。
（注 2）　漁港水面施設運営権の存続期間は、

10年以内の期間とされています（漁港

及び漁場の整備等に関する法律57①）。
（注 3）　関係法令については、下記の（参考
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1 ）及び（参考 2）をご参照ください。
ニ　漁港水面施設運営権について資本的支出
をした場合
　漁港水面施設運営権について存続期間の
更新に伴い支出する金額のうちに資本的支
出（法令132）としてその支出する日の属
する事業年度において損金不算入とされた
金額がある場合には、その金額を取得価額
として、その漁港水面施設運営権と種類を
同じくする減価償却資産を新たに取得した
ものとすることとされ（法令55①④）、こ
の新たに取得したものとされる減価償却資
産（漁港水面施設運営権）の耐用年数は、
その更新がされたときに漁港及び漁場の整
備等に関する法律施行規則第47条の規定に
より通知されたその漁港水面施設運営権の
更新後の存続期間の年数とされています
（耐用年数省令 1②七）。
（注 1）　存続期間の更新とは、漁港及び漁場

の整備等に関する法律第57条第 3 項の

規定による更新をいいます（法令55④）。

　通常の減価償却資産における資本的支出
の取得価額の特例においては、旧資産と種
類及び耐用年数を同じくする減価償却資産
を新たに取得したものとされますが、漁港
水面施設運営権の存続期間は、その満了の
際に申請により更新することができること
とされており（漁港及び漁場の整備等に関
する法律57②）、更新後の存続期間につい
ても10年を超えることができない以外に制
限はなく、更新前の存続期間と同一の期間
である必要はないことから、更新の際の資
本的支出により新たに取得したものとされ
る漁港水面施設運営権については、更新後
の存続期間の年数を耐用年数とすることと
されました。
（注 2）　漁港管理者は、漁港水面施設運営権

について存続期間の更新をしたときは、

遅滞なく、漁港水面施設運営権の存続

期間の更新を受けた者に対し、更新後

の存続期間を通知しなければならない

こととされています（漁港及び漁場の

整備等に関する法律施行規則47）。
（注 3）　関係法令については、下記の（参考

1）及び（参考 2）をご参照ください。
②　鉱業権の耐用年数の見直し
　鉱業権のうち、石油又は可燃性天然ガスに
係る試掘権の耐用年数が 6 年（改正前： 8
年）に、アスファルトに係る試掘権の耐用年
数が 5年（改正前： 8年）に、それぞれ短縮
されました（耐用年数省令 1②二）。

（参考 1）�　漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭

和25年法律第137号）

（漁港施設等活用事業の意義）

第 4 条の 2 　この法律で「漁港施設等活用

事業」とは、漁業根拠地としての漁港の

漁業上の利用の確保に配慮しつつ、漁港

施設又は漁港の区域内の水域若しくは公

共空地の有効活用を図ることにより、当

該漁港に係る水産業の健全な発展及び水

産物の供給の安定に寄与する次に掲げる

事業をいう。

一　当該漁港において取り扱う水産物の

販売（直売所において行うものを除

く。）又は当該水産物を材料とする料理

の提供を行う事業その他当該水産物の

消費の増進に関する事業

二　遊漁（釣りその他の方法により水産

動植物を採捕することをいい、漁業法

第 2 条第 1 項に規定する漁業に該当す

るものを除く。次条において同じ。）、

漁業体験活動又は海洋環境に関する体

験活動若しくは学習の機会の提供を行

う事業その他当該漁港の存する地域と

他の地域との間の交流の促進に関する

事業

三　前 2号に掲げる事業に附帯する事業

（漁港水面施設運営権の意義）

第 4 条の 3 　この法律で「漁港水面施設運

営権」とは、第48条の規定による設定を
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受けて、漁港の区域内の一定の水域にお

ける水面固有の資源を利用する漁港施設

等活用事業（遊漁、漁業体験活動又は海

洋環境に関する体験活動若しくは学習の

機会の提供を行う事業に限る。）を実施す

るために、当該水面の占用をして必要な

施設を設置し、運営する権利をいう。

（活用推進計画）

第41条　漁港管理者は、その管理する漁港

について、漁港施設等活用基本方針に即

して、漁港施設等活用事業の推進に関す

る計画（以下「活用推進計画」という。）

を定めることができる。

2 　活用推進計画においては、次に掲げる

事項を定めるものとする。

一　漁港施設等活用事業の推進に関する

基本的な方針

二　漁港施設等活用事業として求められ

る事業内容に関する事項及びその実施

期間

三　漁港施設等活用事業の用に供する漁

港施設又は漁港の区域内の水域若しく

は公共空地

四　漁港施設の円滑な利用の確保、漁港

の区域内の水域に設定されている漁業

権の内容たる漁業に係る漁港の利用と

の調和その他漁港施設等活用事業の実

施に際し配慮すべき漁港の漁業上の利

用の確保に関する事項

五　漁港の利用者の安全の確保、環境と

の調和その他漁港施設等活用事業の実

施に際し配慮すべき事項

六　第 3 号に掲げる漁港施設の貸付け又

は同号に掲げる水域（第49条第 1 項第

2 号に掲げる漁港水面施設運営権の水

域を除く。以下この節において同じ。）

若しくは公共空地における水面若しく

は土地の占用に関する事項

七　漁港施設等活用事業の実施期間が満

了した場合その他の事由により第 3 号

に掲げる漁港施設又は漁港の区域内の

水域若しくは公共空地を用いないこと

となつた場合における当該漁港施設又

は当該水域若しくは当該公共空地を原

状に回復するための措置に関する事項

3 　前項第 2 号に掲げる実施期間は、30年

を超えないものとする。

4 　漁港管理者は、活用推進計画に第 2 項

第 3 号及び第 6 号に掲げる事項（漁港施

設の貸付けに係るものに限る。）を定める

ときは、あらかじめ、当該事項に係る漁

港施設の所有者（当該漁港管理者である

地方公共団体を除く。）の同意を得なけれ

ばならない。

5 　漁港管理者は、活用推進計画を定める

ときは、あらかじめ、関係地方公共団体、

当該漁港を利用する水産業者及び水産業

に関する団体その他の関係者の意見を聴

かなければならない。

6 　漁港管理者は、活用推進計画を定めた

ときは、遅滞なく、これを公表するとと

もに、農林水産大臣に送付しなければな

らない。

7 　前 3 項の規定は、活用推進計画の変更

（農林水産省令で定める軽微な変更を除

く。）について準用する。

（実施計画の作成及び認定の申請）

第42条　活用推進計画が定められた漁港に

おいて、漁港施設等活用事業を実施しよ

うとする者は、農林水産省令で定めると

ころにより、漁港施設等活用事業の実施

に関する計画（以下「実施計画」とい

う。）を作成し、当該漁港の漁港管理者の

認定を申請することができる。

2 　実施計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。

一　実施しようとする漁港施設等活用事

業の内容及びその実施期間

二　貸付けを受けようとする漁港施設又

は水面若しくは土地の占用をしようと
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する漁港の区域内の水域若しくは公共

空地

三　漁港施設の貸付けを受けようとする

期間又は漁港の区域内の水域若しくは

公共空地において水面若しくは土地の

占用をしようとする期間

四　第 2 号に掲げる漁港施設又は水域若

しくは公共空地において漁港施設等活

用事業により施設の設置を行う場合に

あつては、当該施設（以下「活用事業

施設」という。）の種類及び規模その他

の当該活用事業施設の設置に関する事

項

五　貸付け又は占用の期間が満了した場

合その他の事由により漁港施設の貸付

けを受けないこととなつた場合又は漁

港の区域内の水域若しくは公共空地に

おいて水面若しくは土地の占用をしな

いこととなつた場合における活用事業

施設の撤去の方法その他の当該漁港施

設又は当該水域若しくは当該公共空地

を原状に回復するための措置の内容

六　第 1 号の漁港施設等活用事業に関す

る資金計画及び収支計画

3 　前項第 1 号に掲げる事項には、当該漁

港施設等活用事業の実施に係る第38条第

1 項に規定する基本施設である漁港施設

の利用方法及び当該施設の使用料の料率

を定めることができる。

4　省　略

（漁港水面施設運営権の設定）

第48条　漁港管理者は、認定計画実施者（第

50条第 1 項各号に掲げる事項が定められ

た実施計画の認定を受けた者に限る。）に

漁港水面施設運営権を設定することがで

きる。

（漁港水面施設運営権に関する活用推進計

画における記載事項の追加等）

第49条　漁港管理者は、漁港水面施設運営

権が設定されることとなる漁港施設等活

用事業を実施しようとする者の申請に係

る実施計画の認定をしようとする場合に

は、活用推進計画に、第41条第 2 項各号

に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を

定めるものとする。

一　認定計画実施者に漁港水面施設運営

権を設定する旨

二　漁港水面施設運営権の水域

三　漁港水面施設運営権に係る漁港施設

等活用事業の実施期間が満了した場合

その他の事由により前号に掲げる水域

を用いないこととなつた場合における

当該水域を原状に回復するための措置

に関する事項

2 　活用推進計画に前項各号に掲げる事項

を定めようとする漁港管理者は、第41条

第 2 項第 1 号から第 5 号までに掲げる事

項（漁港水面施設運営権に係るものに限

る。）及び前項各号に掲げる事項について

は、あらかじめ、同項第 2 号に掲げる水

域における水面を管轄する都道府県知事

に協議し、その同意を得なければならない。

3 　都道府県知事は、前項の規定による協

議があつた場合において、同項に規定す

る事項について、次に掲げる要件に該当

するものであるときは、同項の同意をす

るものとする。

一　海区漁場計画（漁業法第62条第 1 項

に規定する海区漁場計画をいう。）又は

内水面漁場計画（同法第67条第 1 項に

規定する内水面漁場計画をいう。）の内

容と抵触するものでないこと。

二　前号に掲げるもののほか、当該都道

府県知事の管轄に属する水面における

漁業生産力を発展させるための水面の

総合的な利用の推進並びに水産動植物

の生育環境の保全及び改善に著しい支

障を及ぼすおそれがないと認められる

こと。

4 　都道府県知事は、第 2 項の同意をする
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ときは、あらかじめ、同項に規定する事

項について、関係海区漁業調整委員会又

は関係内水面漁場管理委員会の意見を聴

かなければならない。

5 　漁港管理者が、第 1 項各号に掲げる事

項を定めた活用推進計画について第41条

第 7 項に規定する変更をしようとする場

合における同項の規定の適用については、

同項中「前 3 項」とあるのは、「前 3 項及

び第49条第 2項から第 4項まで」とする。

（漁港水面施設運営権に関する実施計画に

おける記載事項の追加等）

第50条　前条第 1 項各号に掲げる事項を定

めた活用推進計画が定められた漁港にお

いて、その実施しようとする漁港施設等

活用事業のために漁港水面施設運営権の

設定を受けようとする者は、第42条第 2

項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる

事項を定めた実施計画を作成し、第43条

第 1項の認定を申請するものとする。

一　設定を受けようとする漁港水面施設

運営権に係る漁港施設等活用事業の内

容及びその実施期間

二　設定を受けようとする漁港水面施設

運営権の水域

三　設定を受けようとする漁港水面施設

運営権の存続期間

四　第 2 号に掲げる水域において活用事

業施設を設置しようとする場合にあつ

ては、当該活用事業施設の種類及び規

模その他の当該活用事業施設の設置に

関する事項

五　第 3 号に掲げる存続期間が満了した

場合その他の事由により水域において

漁港水面施設運営権の設定を受けない

こととなつた場合における活用事業施

設の撤去の方法その他の当該水域を原

状に回復するための措置の内容

六　第 1 号の漁港水面施設運営権に係る

漁港施設等活用事業に関する資金計画

及び収支計画

2　省　略

（漁港水面施設運営権の設定の時期等）

第52条　漁港管理者は、第49条第 1 項の規

定により活用推進計画に同項各号に掲げ

る事項を定めた場合において、実施計画

（第50条第 1 項各号に掲げる事項が定めら

れたものに限る。）の認定をしたときは、

当該活用推進計画に従い、認定計画実施

者に漁港水面施設運営権を設定するもの

とする。

2 　漁港水面施設運営権の設定は、次に掲

げる事項を明らかにして行わなければな

らない。

一　漁港水面施設運営権に係る漁港施設

等活用事業の内容及びその実施期間

二　漁港水面施設運営権の水域

三　漁港水面施設運営権の存続期間

（漁港水面施設運営権の存続期間）

第57条　漁港水面施設運営権の存続期間は、

10年以内とする。

2 　前項の存続期間は、その満了の際、農

林水産省令で定めるところにより、申請

により更新することができる。ただし、

その期間は、更新の時から10年を超える

ことができない。

3 　漁港管理者は、前項の申請があつた場

合において、次の各号のいずれにも適合

するときは、漁港水面施設運営権の存続

期間の更新をするものとする。

一　その申請を行つた者が第51条各号の

いずれにも該当しないこと。

二　当該更新後の存続期間の末日が第50

条第 1 項第 1 号に規定する漁港水面施

設運営権に係る漁港施設等活用事業の

実施期間の末日以前であることその他

漁港水面施設運営権の存続期間の更新

が認定計画の内容に照らして適切なも

のであること。
（参考 2）　漁港及び漁場の整備等に関する法律施
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行規則（昭和26年農林省令第47号）

（漁港水面施設運営権の設定に係る通知）

第42条　漁港管理者は、法第52条第 1 項の

規定により漁港水面施設運営権を設定し

たときは、遅滞なく、漁港水面施設運営

権の設定を受けた認定計画実施者に対し、

同条第 2 項各号に掲げる事項を通知しな

ければならない。

（漁港水面施設運営権の存続期間の更新に

係る通知）

第47条　漁港管理者は、法第57条第 3 項の

規定により漁港水面施設運営権の存続期

間の更新をしたときは、遅滞なく、漁港

水面施設運営権の存続期間の更新を受け

た者に対し、更新後の存続期間を通知し

なければならない。

⑵　適用関係
①　上記⑴①の改正は、令和 6年 4月 1日から
施行されています（改正法令附則 1、改正耐
用年数省令附則①）。
②　上記⑴②の改正は、法人の令和 6年 4月 1
日以後に開始する事業年度の所得に対する法
人税について適用し、法人の同日前に開始し
た事業年度の所得に対する法人税については、
従前どおりとされています（改正耐用年数省
令附則②）。

5 　役員給与の損金不算入

⑴　改正前の制度の概要
　内国法人がその役員に対して支給する給与
（退職給与で業績連動給与に該当しないもの及
び使用人兼務役員に対して支給する使用人とし
ての職務に対するものを除きます。）のうち次
の①から③までの給与のいずれにも該当しない
ものの額は、その内国法人の各事業年度の所得
の金額の計算上、損金の額に算入しないことと
されています（法法34①）。
①　定期同額給与（法法34①一、法令69①②）
　その支給時期が 1月以下の一定の期間ごと

である給与でその事業年度の各支給時期にお
ける支給額が同額であるものその他これに準
ずるもの
②　事前確定届出給与（法法34①二、法令69③
～⑧）
　その役員の職務につき所定の時期に、確定
額の金銭又は確定数の株式（出資を含みます。
以下同じです。）若しくは新株予約権若しく
は確定額の金銭債権に係る特定譲渡制限付株
式若しくは特定新株予約権を交付する旨の定
めに基づいて支給する給与で、定期同額給与
及び業績連動給与のいずれにも該当しないも
の（次の場合に該当する場合には、それぞれ
次の要件を満たすものに限ります。）
イ　その給与が定期給与を支給しない役員に
対して支給する給与以外の給与である場合
��納税地の所轄税務署長にその定めの内
容に関する届出をしていること。
ロ　株式を交付する場合��その株式が適格
株式であること。
ハ　新株予約権を交付する場合��その新株
予約権が適格新株予約権であること。

③　一定の業績連動給与（法法34①三、法令69
⑨～㉑、法規22の 3 ④～⑦）
　内国法人（同族会社にあっては、同族会社
以外の法人との間にその法人による完全支配
関係があるものに限ります。）がその業務執
行役員に対して支給する業績連動給与で次の
要件を満たすもの（他の業務執行役員の全て
に対して次の要件を満たす業績連動給与を支
給する場合に限ります。）
イ　その金額等の算定方法がその事業年度の
利益の状況を示す指標、株式の市場価格の
状況を示す指標又は売上高の状況を示す指
標を基礎とした客観的なもの（次の要件を
満たすものに限ります。）であること。
イ　金銭による給与にあっては確定額を、
株式又は新株予約権による給与にあって
は確定数を、それぞれ限度としているも
のであり、かつ、他の業務執行役員に対
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して支給する業績連動給与に係る算定方
法と同様のものであること。
ロ　職務執行期間開始の日の属する会計期
間開始の日から 3月（確定申告書の提出
期限の延長の特例の延長期間の指定を受
けている内国法人にあっては、その指定
に係る月数に 2を加えた月数）を経過す
る日までに、一定の適正な手続を経てい
ること。
ハ　その内容が、上記ロの手続の終了の日
以後遅滞なく、有価証券報告書に記載さ
れていること又は次の方法により開示さ
れていること。
Ａ　四半期報告書に記載する方法
Ｂ　半期報告書に記載する方法
Ｃ　臨時報告書に記載する方法
Ｄ　金融商品取引所の業務規程又はその
細則を委ねた規則に規定する方法に基
づいて行うその事項に係る開示による
方法

ロ　一定の日までに交付されること。
ハ　損金経理をしていること。

⑵　改正の内容
　令和 5年11月29日に公布された「金融商品取
引法等の一部を改正する法律（令和 5年法律第
79号）」により金融商品取引法が改正され、四
半期報告書が廃止されたことに伴い、一定の業
績連動給与の算定方法の内容が開示されている
こととの要件（上記⑴③イハ）における開示の
方法から四半期報告書に記載する方法によるも
のが除外されました（旧法規22の 3 ⑥一）。

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、令和 6年 4月 1日前に行っ
た四半期報告書に記載する方法による開示につ
いては、従前どおりとされています（改正法規
附則 2 ①）。また、令和 6 年 4 月 1 日以後に金
融商品取引法等の一部を改正する法律（令和 5
年法律第79号）附則第 2条第 1項の規定により

従前どおり提出される四半期報告書に記載する
方法による開示については、従前どおりとする
経過措置が講じられています（改正法規附則 2
②）。

6 　第二次納税義務に係る納付税額の損金
不算入

⑴　改正前の制度の概要
　内国法人が次の国税又は地方税を納付し、又
は納入したことにより生じた損失の額（その納
付又は納入に係る求償権につき生じた損失の額
を含みます。）は、その内国法人の各事業年度
の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない
こととされています（法法39①、法令78の 2 ①）。
①　国税徴収法第33条、第35条から第39条まで
又は第41条第 1項の規定により納付すべき国
税（その滞納処分費を含みます。）
②　地方税法第11条の 2、第11条の 4から第11
条の 8まで又は第12条の 2第 2項の規定によ
り納付し、又は納入すべき地方税
③　上記①又は②に準ずる次の国税又は地方税
イ　地方税法第11条の 2、第11条の 4から第
11条の 8まで又は第12条の 2第 2項の規定
の例により納付し、又は納入すべき森林環
境税に係る徴収金
ロ　地方税法第11条の 2、第11条の 4から第
11条の 8まで又は第12条の 2第 2項の規定
の例により納付すべき特別法人事業税に係
る徴収金
ハ　国税徴収法第33条、第35条から第39条ま
で又は第41条第 1項の規定の例により納付
すべき地方税法第72条の77第 2 号に規定す
る譲渡割及び同条第 3号に規定する貨物割
並びに地方消費税に係る延滞税等並びにこ
れらの滞納処分費
（注）　地方消費税に係る延滞税等とは、地方

税法第72条の100第 2 項に規定する貨物割

に係る延滞税及び加算税並びに同法附則

第 9 条の 4 第 2 項に規定する譲渡割に係

る延滞税、利子税及び加算税をいいます。
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⑵　改正の内容
　偽りその他不正の行為により国税を免れた株
式会社の役員等の第二次納税義務の規定（徴法
40）及び偽りその他不正の行為により地方団体
の徴収金を免れた株式会社の役員等の第二次納
税義務の規定（地法11の 9 ）が創設されたこと
に伴い、上記⑴の制度の対象に次の国税又は地
方税が追加されました（法法39①、法令78の 2
①）。
①　国税徴収法第40条の規定により納付すべき
国税（その滞納処分費を含みます。）
②　地方税法第11条の 9の規定により納付し、
又は納入すべき地方税
③　地方税法第11条の 9の規定の例により納付
し、又は納入すべき森林環境税に係る徴収金
④　地方税法第11条の 9の規定の例により納付
すべき特別法人事業税に係る徴収金
⑤　国税徴収法第40条の規定の例により納付す
べき地方税法第72条の77第 2 号に規定する譲
渡割及び同条第 3号に規定する貨物割並びに
地方消費税に係る延滞税等並びにこれらの滞
納処分費

（注）　上記の改正の背景等については、後掲「国

税通則法等の改正」の「三　偽りその他不正

の行為により国税を免れた株式会社の役員等

の第二次納税義務の整備」及び後掲「地方税

法等の改正」の「十五　納税環境整備」の「 2

　不正申告を行った法人の代表者等に対する

徴収手続の整備」をご参照ください。

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、令和 7年 1月 1日から施行
することとされています（改正法附則 1四、改
正法令附則 1二）。

7 　国庫補助金等で取得した固定資産等の
圧縮額の損金算入

⑴　改正前の制度の概要
　内国法人が、各事業年度において固定資産の
取得又は改良に充てるための国又は地方公共団

体の補助金又は給付金その他これらに準ずるも
の（以下「国庫補助金等」といいます。）の交
付を受けた場合（その国庫補助金等の返還を要
しないことがその事業年度終了の時までに確定
した場合に限ります。）において、その事業年
度終了の時までに取得又は改良をしたその交付
の目的に適合した固定資産につき、その事業年
度においてその交付を受けた国庫補助金等の額
に相当する金額の範囲内でその帳簿価額の損金
経理による減額等（圧縮記帳）をしたときは、
その減額等をした金額に相当する金額は、その
事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算
入することとされています（法法42①）。また、
国庫補助金等に代えて固定資産の交付を受けた
場合（法法42②）及び特別勘定を設けた場合
（法法43、44）についても、同様の措置が講じ
られています。
　なお、国庫補助金等は、国又は地方公共団体
の補助金又は給付金のほか、次の助成金又は補
助金とされています（法法42①、法令79、法規
24の 2 ）。
①　障害者の雇用の促進等に関する法律に基づ
く独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構の助成金
②　福祉用具の研究開発及び普及の促進に関す
る法律に基づく国立研究開発法人新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構の助成金
③　国立研究開発法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構法に基づく国立研究開発法人新
エネルギー・産業技術総合開発機構の助成金
（外国試験研究機関等又は外国試験研究機関
等の研究員と共同して行う試験研究に関する
助成金を除きます。）
④　特定高度情報通信技術活用システムの開発
供給及び導入の促進に関する法律に基づく国
立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合
開発機構の助成金
⑤　独立行政法人農畜産業振興機構法に基づく
独立行政法人農畜産業振興機構の補助金
⑥　独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
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機構法に基づく独立行政法人鉄道建設・運輸
施設整備支援機構の補助金
⑦　日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に
関する法律に基づく独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構の助成金のうち北海道
旅客鉄道株式会社の輸送の安全の確立のため
の鉄道施設等の整備に充てられるもの
⑧　日本たばこ産業株式会社が日本たばこ産業
株式会社法の認可を受けた事業計画に定める
ところに従って交付する葉たばこの生産基盤
の強化のための助成金

⑵　改正の内容
　対象となる国庫補助金等に次の助成金が追加
されました（法令79五・九）。
①　国立研究開発法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構法第15条第15号に基づく国立研
究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発
機構の供給確保事業助成金
（注）　供給確保事業助成金とは、経済施策を一

体的に講ずることによる安全保障の確保の

推進に関する法律第31条第 3 項第 1 号に規

定する助成金をいいます（法令79五）。

②　独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機
構法第11条第 1項第25号に基づく独立行政法
人エネルギー・金属鉱物資源機構の供給確保
事業助成金

（注）　関係法令については、下記の（参考 1）か

ら（参考 3）までをご参照ください。
（参考 1）　国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構法（平成14年法律第145号）

（業務の範囲）

第15条　機構は、第 4 条の目的を達成する

ため、次の業務を行う。

一～十四　省　略

十五　経済施策を一体的に講ずることに

よる安全保障の確保の推進に関する法

律（令和 4 年法律第43号）第42条第 1

項に規定する安定供給確保支援業務（同

条第 2 項の規定による指定に係るもの

に限る。以下「安定供給確保支援業務」

という。）を行うこと。
（参考 2）　経済施策を一体的に講ずることによる

安全保障の確保の推進に関する法律（令和

4年法律第43号）

（特定重要物資の指定）

第 7 条　国民の生存に必要不可欠な若しく

は広く国民生活若しくは経済活動が依拠

している重要な物資（プログラムを含む。

以下同じ。）又はその生産に必要な原材料、

部品、設備、機器、装置若しくはプログ

ラム（以下この章において「原材料等」

という。）について、外部に過度に依存し、

又は依存するおそれがある場合において、

外部から行われる行為により国家及び国

民の安全を損なう事態を未然に防止する

ため、当該物資若しくはその生産に必要

な原材料等（以下この条において「物資

等」という。）の生産基盤の整備、供給源

の多様化、備蓄、生産技術の導入、開発

若しくは改良その他の当該物資等の供給

網を強靱化するための取組又は物資等の

使用の合理化、代替となる物資の開発そ

の他の当該物資等への依存を低減するた

めの取組により、当該物資等の安定供給

確保を図ることが特に必要と認められる

ときは、政令で、当該物資を特定重要物

資として指定するものとする。

（供給確保計画の認定）

第 9 条　特定重要物資等の安定供給確保を

図ろうとする者は、その実施しようとす

る特定重要物資等の安定供給確保のため

の取組（以下この条において「取組」と

いう。）に関する計画（以下この節及び第

29条において「供給確保計画」という。）

を作成し、主務省令で定めるところにより、

主務大臣に提出して、その認定を受ける

ことができる。

2 　 2 以上の者が取組を共同して実施しよ

うとする場合にあっては、当該 2 以上の
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者は、共同して供給確保計画を作成し、

前項の認定を受けることができる。

3 　供給確保計画には、次に掲げる事項を

記載しなければならない。

一　安定供給確保を図ろうとする特定重

要物資等の品目

二　取組の目標

三　取組の内容及び実施期間

四　取組の実施体制

五　取組に必要な資金の額及びその調達

方法

六　取組を円滑かつ確実に実施するため

に行う措置

七　取組に関する情報を管理するための

体制

八　供給確保計画の作成者における当該

特定重要物資等の調達及び供給又は使

用の現状

九　前各号に掲げるもののほか、主務省

令で定める事項

4 　主務大臣は、第 1 項の認定の申請があ

った場合において、当該申請に係る供給

確保計画が次の各号のいずれにも適合す

るものであると認めるときは、その認定

をするものとする。

一　取組の内容が安定供給確保取組方針

に照らし適切なものであること。

二　取組の実施に関し、安定供給確保取

組方針で定められた期間以上行われ、

又は期限内で行われると見込まれるも

のであること。

三　取組の実施体制並びに取組に必要な

資金の額及びその調達方法が供給確保

計画を円滑かつ確実に実施するため適

切なものであること。

四　特定重要物資等の需給がひっ迫した

場合に行う措置、特定重要物資等の供

給能力の維持若しくは強化に資する投

資又は依存の低減の実現に資する措置

その他の取組を円滑かつ確実に実施す

るために行う措置として主務省令で定

めるものが講じられると見込まれるも

のであること。

五　取組に関する情報を適切に管理する

ための体制が整備されていること。

六　同一の業種に属する事業を営む 2 以

上の者が共同して作成した供給確保計

画に係る第 1 項の認定の申請があった

場合にあっては、次のイ及びロに適合

するものであること。

イ　内外の市場の状況に照らして、当

該申請を行う事業者とその営む事業

と同一の業種に属する事業を営む他

の事業者との間の適正な競争が確保

されるものであること。

ロ　一般消費者及び関連事業者の利益

を不当に害するおそれがあるもので

ないこと。

5　主務大臣は、第 1項の認定をするときは、

あらかじめ、内閣総理大臣その他関係行

政機関の長に協議しなければならない。

6　主務大臣は、第 1項の認定をしたときは、

その旨を、当該認定に係る特定重要物資

について安定供給確保支援業務を行う安

定供給確保支援法人又は安定供給確保支

援独立行政法人に通知するものとする。

（供給確保計画の変更）

第10条　前条第 1 項の認定を受けた者（以

下この章において「認定供給確保事業者」

という。）は、当該認定に係る供給確保計

画を変更するときは、主務省令で定める

ところにより、あらかじめ、主務大臣の

認定を受けなければならない。ただし、

主務省令で定める軽微な変更については、

この限りでない。

2 　認定供給確保事業者は、前項ただし書

の主務省令で定める軽微な変更をしたと

きは、遅滞なく、その旨を主務大臣に届

け出なければならない。

3 　前条第 4 項から第 6 項までの規定は、
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第 1 項の規定による変更の認定について

準用する。

（安定供給確保支援法人の指定及び業務）

第31条　主務大臣は、安定供給確保基本指

針及び安定供給確保取組方針に基づき、

主務省令で定めるところにより、一般社

団法人、一般財団法人その他主務省令で

定める法人であって、第 3 項に規定する

業務（以下この章及び第96条第 3 号にお

いて「安定供給確保支援業務」という。）

に関し次の各号のいずれにも適合すると

認められるものを、その申請により、特

定重要物資ごとに安定供給確保支援法人

として指定することができる。

一　安定供給確保支援業務を適正かつ確

実に実施することができる経理的基礎

及び技術的能力を有するものであるこ

と。

二　安定供給確保支援業務の実施体制が

安定供給確保基本指針に照らし適切で

あること。

三　安定供給確保支援業務以外の業務を

行っている場合にあっては、その業務

を行うことによって安定供給確保支援

業務の適正かつ確実な実施に支障を及

ぼすおそれがないものであること。

四　前 3 号に掲げるもののほか、安定供

給確保支援業務を適正かつ確実に実施

することができるものとして、主務省

令で定める基準に適合するものである

こと。

2　省　略

3 　安定供給確保支援法人は、主務省令で

定めるところにより、次に掲げる業務を

行うものとする。

一　認定供給確保事業者が認定供給確保

事業を行うために必要な資金に充てる

ための助成金を交付すること。

二　認定供給確保事業者が認定供給確保

事業を行うために必要な資金の貸付け

を行う金融機関（第33条第 2 項第 4 号

において「貸付金融機関」という。）に

対し、利子補給金を支給すること。

三～五　省　略

4～ 7　省　略

（安定供給確保支援独立行政法人の指定及

び業務）

第42条　別表に掲げる独立行政法人（独立

行政法人通則法（平成11年法律第103号）

第 2 条第 1 項に規定する独立行政法人を

いう。次項及び第86条第 1 項第 4 号にお

いて同じ。）は、次項の規定による安定供

給確保支援独立行政法人の指定を受けた

ときは、同法第 1 条第 1 項に規定する個

別法（以下この項及び次条第 1 項におい

て「個別法」という。）の定めるところに

より、同法第 5 条の規定により個別法で

定める目的の範囲内において、この法律

の目的を達成するため、当該指定に係る

安定供給確保支援業務（第31条第 3 項第

1 号及び第 2 号に掲げる業務並びにこれ

らに附帯する業務に限る。次条第 1 項に

おいて同じ。）を行うことができる。

2 　主務大臣は、安定供給確保取組方針に

基づき、その所管する独立行政法人のうち、

その所管する事業に係る特定重要物資に

係るものを、特定重要物資ごとに安定供

給確保支援独立行政法人として指定する

ことができる。

3 　第32条の規定は、安定供給確保支援独

立行政法人について準用する。

別表（第42条、第86条関係）

一　省　略

二　独立行政法人エネルギー・金属鉱物

資源機構

三　国立研究開発法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構
（参考 3）　独立行政法人エネルギー・金属鉱物資

源機構法（平成14年法律第94号）

（業務の範囲）
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第11条　機構は、第 3 条の目的を達成する

ため、次の業務を行う。

一～二十四　省　略

二十五　経済施策を一体的に講ずること

による安全保障の確保の推進に関する

法律（令和 4 年法律第43号）第42条第

1 項に規定する安定供給確保支援業務

（同条第 2 項の規定による指定に係るも

のに限る。以下　「安定供給確保支援業

務」という。）を行うこと。

2～ 6　省　略

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、法人の令和 6年 4月 1日以
後に確定申告書の提出期限が到来する事業年度
の所得に対する法人税について適用することと
されています（改正法令附則 5）。

8 　その他

　特許権等の譲渡等による所得の課税の特例（措
法59の 3 ）の創設に伴い、法人税法施行令の規定
について次の整備が行われ、令和 7年 4月 1日か
ら施行することとされています（令和 6年 6月改
正法令附則）。
（注）　上記の制度の創設の趣旨及び内容については、

後掲「租税特別措置法等（法人税関係）の改正」

の「第五　その他の特別措置関係」の「一　特

許権等の譲渡等による所得の課税の特例」をご

参照ください。

⑴　寄附金の損金不算入制度
　寄附金の損金算入限度額の基礎となる所得金
額について、特許権等の譲渡等による所得の課
税の特例の適用がある場合には、この特例の適
用をしないものとして計算することとされまし
た（法令73②十六）。

⑵　損益通算制度
　法人税の負担を不当に減少させる結果となる
と認められる場合の全体再計算（法法64の 5
⑧）の要件である「遮断に関する規定を適用し
たならば欠損金額が生ずる等の事実が生じ、そ
の通算法人又は他の通算法人の各事業年度終了
の日以後に終了する事業年度の所得に対する法
人税の負担を不当に減少させる結果となると認
めるとき」について、「遮断に関する規定」に、
特許権等の譲渡等による所得の課税の特例にお
ける遮断に関する規定（措令35の 3 ⑫）が追加
されました（法令131の 7 ②九）。
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